
地域交通DX推進プロジェクト「COMmmmONS（コモンズ）」 

2025年度 バス業務標準化プロジェクト

バス業務統合データベースシステム 技術検証レポート
Technical Report on Integrated Database Systems for Bus Operations

国土交通省 総合政策局 モビリティサービス推進課

1526152242

No.019（技術資料リンク）（標準仕様リンク）

内山総括確認中

1774221968

https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/019/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/012/


2

技術検証レポートについて

• 技術検証レポートは、COMmmmONS（コモンズ）における技術開発成果を広く社会一般に知

見として提供するため、プロジェクトの有用性、実現性、課題等を整理したドキュメントです。

• 具体的には以下の役割を果たすものとして作成しています。

- コモンズの各プロジェクトは、地域交通における課題の設定とそれらを解決するためのデジ

タル技術活用のベストプラクティスを開発し、その成果を標準化することを目的としています。

- 技術検証レポートは、各プロジェクトの成果を社会の共通の財産とするための技術資料です。

具体的には、関連技術の開発や研究、企画検討を自治体や事業者が行う際の参考資料（リ

ファレンス）として一連の技術アセットを提供します。技術アセットには、プロジェクトが採用し

た技術的アプローチ及び実装方法を整理したドキュメントやAPI仕様、データモデル仕様、

オープンソースソフトウェア等が含まれます。

- また、技術検証レポートでは、技術的知見のみならず、開発技術等を用いて行った技術実証

の成果についても共有します。技術実証により得られた当該技術の有効性、制約条件、技術

的課題、改善余地、今後の開発への示唆等についてまとめることで、関連技術開発等を行う

主体へ知見を提供することを目的としています。

• コモンズでは、これらの技術アセットの開発・公開を通じ、地域交通の連携・協働の技術的基盤

を提供し、「交通空白」解消など地域交通のリ・デザイン全面展開を推進していきます。

地域交通DX推進プロジェクト「COMmmmONS （コモンズ） 」とは

• 「COMmmmONS(コモンズ)」は、事業者や地域ごとに業務やシステムなどが独自に構築され、それぞれの

サービスやデータが連携していない地域交通の「サイロ化」の課題を解決し、連携・協働を軸とした地域交通

のDXを体系的に推進するためのプロジェクトです。

• 具体的には、サービス、データ、マネジメント、ビジネスプロセスの４つの柱で協調領域における相互運用性

確保のためのデジタル活用のベストプラクティス創出と、その成果の標準化を一体的に推進することを目的

としています。

• コモンズの標準仕様や技術仕様を社会の共通財産として公開・普及させることにより、地域交通の連携・協

働の技術的基盤の提供を推進します。

https://www.mlit.go.jp/commmmons/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/
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バス業務標準化プロジェクト

• 現在のバス業界は、深刻な運転手不足により、公共交通としての持続可能性

が危ぶまれている。

• 現場では経験や勘に頼る属人的な業務が常態化し、システムも事業者ごとの

カスタマイズによる「サイロ化」が生じている。こうした個別最適化は業務の共

同化・協業化への障害やシステム導入・改修コストの高騰を招き、業務DXへ

の投資を困難にしている。

• こうした構造的課題を打破するために、各社で異なる業務手順を整理し、業界

共通の標準業務フローやシステム・データ仕様を定義した「バス業務標準仕

様」を策定する。

• その上で、標準仕様に準拠した「バス統合データベースシステム」（以下、統合

DB）の構築・技術実証を行い、データ統合の容易性や業務負荷低減の効果を

検証する。これらを通じて、システムコストの低減とデータ利活用を促進し、業

界全体の生産性を向上させ、将来への投資余力を創出することを目指す。

背景・目的

• バス事業のデータを統合DBで一元管理し、BIツールで可視化・分析するシス

テムを開発した。具体的には、法定報告業務の集計自動化などデータ駆動の

業務効率化を支援することを想定している。

• 本システムは、全国のバス事業者が個別に保有する運行実績や乗降データ等

を、共通の「標準IF」に基づき統合・構造化して蓄積し、高度な分析機能と生成

AI技術を融合させることで、従来の定型的な業務をデータ駆動型の意思決定

プロセスへと変革する役割を担う。

• 本システムが提供する主な機能は、標準データの収集・統合、分析ダッシュ

ボード、 AIアシスタントとなる。

開発したシステムの概要

• 策定したバス業務標準仕様書および標準IFの有用性を定量的に検証するた

め、4つの価値観点から仮説を設定し、多角的な検証活動を実施した。

• 具体的には、標準仕様の普及が業務効率化やシステムコスト低減をもたらし、

データ連携の統一を通じてイノベーション創出を促進するという仮説のもと、

ビジネス、ユーザー、公共、技術の4つの価値観点でKPIを設定した。

• そのうえで、標準仕様調査、分析ダッシュボードを用いた机上検証（技術実証）、

広範なステークホルダーへのヒアリング調査、および勉強会を通じた協議を

主要メニューとして実施し、標準仕様の定量的・定性的な有用性を検証した。

• これにより、コスト削減効果や合意形成度（8割以上のベンダーの同意など）を

測定し、標準仕様の実効性を評価した。

実証実験の概要

• バス事業者へのヒアリング・視察・勉強会を通じ、標準業務モデルを策定し、業

務整理・改善検討のたたき台を提供した。

• 新システム導入・更新時に標準業務モデルを参照することで、現行業務の整理

やベンダーとの調整、要件定義を効率化でき、カスタマイズ最小化によるコス

ト低減とDX推進が期待できる。

• 複数社連携や共同経営の場面でも、各社の業務差分の整理や調整論点の明

確化に活用でき、標準アーキテクチャはシステム連携の指針になり得る。

• 標準業務モデルの公開によりシステム構成のブラックボックスが解消され、既

存ベンダーを含めたソリューション企業による新たなサービスやイノベーショ

ンの創出が促進され、業界全体の労働生産性向上につながる。

分析ダッシュボード 分析（詳細画面）

得られた成果

関東自動車業務視察の様子 勉強会の様子
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バス業界が陥る悪循環

現在のバス業界は深刻な人手不足という危機に直面しています。現場では経験

や勘に依存した属人的な業務が常態化し、非効率な運営がコスト増大と採算悪

化を招いています。その結果、業務改善への投資が困難となる負の連鎖が生じ

ています。この構造的課題を解消するには、個別最適化された業務手順とそれ

を支えるシステム・データ構造を見直し、業界共通の標準業務モデルと標準アー

キテクチャを確立することが急務です。

「標準業務モデル・標準アーキテクチャ」策定による構造改革

本プロジェクトでは、全国のバス事業者の実態を踏まえ、業務プロセスを再設計

し、標準業務仕様およびシステム・標準IFを定義した標準モデルを策定します。

さらに、標準仕様に基づく業務分析ダッシュボードを構築し、データ統合・活用の

有効性を技術的に検証します。これにより、現場・経営・ITの連携を強化し、属人

化からの脱却と導入・運用コストの低減を図ります。

業務の共同化・協業化の推進と新たなイノベーションの創出へ

各社の業務差分の特定や、共通化スコープの抽出、共通システムの要件定義等

を低コストで実現可能です。投資余力の少ない中小バス事業者においても、共同

化・協業化の検討を進めることができます。標準仕様の普及により、参入障壁を

排除し、新たなイノベーション創出とサービス品質向上を促します。 

はじめに 目次
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第1章 概要

現在のバス業界は、少子高齢化や2024年問題の影響により深刻な運転手不足に直面し、持続可能性が大きな課題となっている。現場では属人的な業務

や事業者ごとに最適化されたシステムのサイロ化が進み、DX推進の障壁となっている。業界の生産性向上に向けて、業務手順とそれを支えるシステム・

データ構造を見直し、標準業務モデルとデータ連携の仕組みの確立を目指す。
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解決すべき社会課題と解決アプローチ

バス業界の現状と持続可能性をめぐる課題

• バス業界は少子高齢化や2024年問題等の影響により、運転手不足が深刻化し、

公共交通としての持続可能性に課題がある。

• 一部の事業者では、低い労働生産性を改善するため、 ICTを活用した業務改善

の取組が行われている。一方、中小企業が大半を占めるロングテール型の業界

構造であることから、業界全体のDX/生産性向上の取組は道半ばである。

DX推進を阻む業務の非標準化とシステムのサイロ化

• 業務手順が標準化されていないことによりシステムの「サイロ化」が発生し、これ

が単一企業の枠を超えた事業者間の「業務の共同化・協業化」を阻害する最大の

要因となっている。

• 業務手順＝業務支援システムのサイロ化は、システムのリプレイスや改修コストを

増大させるとともに、システム導入のコスト高（スタートアップなどの参入障壁）

にもつながっており、中小企業のシステム投資パフォーマンスを悪化させ、業務

改善の障害となっている。

• さらに、MaaSアプリや交通データ分析など地域交通全体のDXを進める観点か

らも、「サイロ化」はバス事業に関するデータ活用の障壁となっている。

メリット＜＜コストが阻むテクノロジー投資

メリット コスト

業務の
省人化

利便性改善で
利用者増加

システム
利用コスト

システム
カスタマイズ
コスト

ベンダー
人件費

個別システム導入が進むと
ますます増加

運転手不足等が深刻で公共交通としての持続可能性に課題を抱えるバス業界に

対して、標準仕様の活用によりコスト抑制やDXを通じ、その持続性向上を図る

解決すべき社会課題 解決アプローチ

個社ごとの個別最適から脱却し、業界共通の基盤となる標準仕様を定義すること

で、システム導入コストの低減と広域的なデータ利活用を可能にする必要がある。

バス事業における標準的な業務手順を整理し、これに基づく標準的なシステム構成

やデータIFを標準仕様として定義する。これにより、システム投資のパフォーマンス

を改善し、中小事業者を含む複数事業者間での「共同経営」や「業務の集約・共同

化」を容易に実行できる環境を整備し、業界全体のDX推進と持続可能性の向上を

実現する。

標準業務モデルの策定による業務効率化

• 複数のバス事業者へのヒアリングを行い、効率性や重複排除、システム連携の観

点からモデルとなる業務手順を作成する。

• この標準業務モデルを業界で共有・適用することで、現場の属人的な業務を解消

し、業務そのものを効率化する。

• さらに、システム導入時に前提となる業務要件が統一されるため、これまで常態

化していた複雑な個別カスタマイズを極小化でき、システム導入・改修コストを大

幅に削減できる。

• このような「業務の共通化」は、将来的な複数事業者間でのバックオフィス業務の

共同運用を支える強固な土台となる。

業務機能とデータを分離した疎結合な標準アーキテクチャ

• 標準業務モデルに最適化したシステム機能配置やデータモデルを定義する。

• 機能の標準化では、機能の重複や漏れを防ぎ、全体最適化された構成を提示す

る。これにより、ベンダーの開発負荷や新規スタートアップの参入障壁が下がり、

安価で汎用的なシステム提供が可能となることで、中小事業者のシステム導入を

促進する。 

• データの標準化では、各々のシステムがデータに関する「共通データモデル」を活

用することでスムーズなデータ連携の前提を整理する。サイロ化されていたシス

テム間・事業者間のデータが統一されることで、複数事業者横断でのデータ統合

が容易になり、MaaSアプリとの連携や地域交通全体のデータ分析（需要予測や

路線最適化など）のハードルを解消する。

勤務制約確認 仕業確認 労務制約確認

勤務表作成

運転者
名簿

希望
勤務届

公休日
一覧

勤務表

ダイヤ
情報

ダイヤ
改正情報

仕業表 労働
基準法

改善
告示

労務
規定

勤務制約一覧表 仕業リスト 労働制約一覧表

経験/勘
といった
暗黙知に
基づく計算

営業所担当者

営業所担当者本社担当者 本社担当者

属人的な処理
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既存業務フローの課題と目指す業務フロー

既存の業務フロー 目指す業務フロー

実績管理

データ収集

データ集計

実績報告

届出・申請

バス事業者 行政

乗務員が運行や勤務の

実績を運行管理者へ

報告する

行政に運行/輸送実績を

報告する

運行管理者が、実績情報

を事業者ごとのルールで

管理する

ダイヤや運行データを

システムや帳票から

収集する

収集したデータを

報告書の形式に沿って

集計する

届出・申請を受理する

複数事業者の申請を

集計・活用する

課題②

データの収集・集計に手作業

を要する

課題①

実績報告や管理の

フォーマットが統一されていない

※一部はデータ化されていない

課題③

官庁、自治体ごとに

フォーマットが不揃い

課題④

運輸局経由で収集するため

ガバナンスが効き辛く、全事

業者から収集できていない

バス事業者 行政

乗務員が運行や勤務の

実績を運行管理者へ

報告する

行政に運行/輸送実績を

報告する

運行管理者が、実績情報

を標準仕様の

形式で管理する

届出・申請を受理する

対策①

運行実績などの

データ仕様を標準化

対策②

データ収集・集計作業

を自動化

対策③

国の届出・申請の

デジタル化対応

※システムによる
自動収集＆集計

※複数事業者の
データを自動集計

実績管理

データ収集

データ集計

実績報告

届出・申請

標準仕様の活用によりバス事業者はデータ収集が容易になり、行政機関への

届出・申請の効率化、データに基づく経営・業務施策の検討が可能になる
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サービス展開
に向けた仮説

提供価値

利用者

実現したい価値、想定事業機会

実現したい価値・目指す世界 想定事業機会

実現したい価値 目指す世界

・標準業務の適用
・業務の共同化・協
業化

生成AI活用に
よる高度化

共通システムデータ基盤導入
標準データIFによる連携

価値創出

コスト構造
の最適化

新たな付加
価値創出

公共交通としての持続可能性向上・地域

社会を支えるインフラとしての使命達成

行政・事業者・ベン
ダーの有機的連携

データに基づく効率的
な路線網の構築

利便性向上を継続

• 国・自治体(以下、行政組織とする）

• 全国のバス事業者（以下、バス事業者とする）

• バス業務支援システム／バス車載機器ベンダー（以下、ベンダーと

する）

• 事業者の個別最適な業務やシステムについて、本業務で作成する

仕様書をベースに標準化・全体最適化を図る。

• 行政組織： 業界全体のDX推進、生産性・持続可能性の向上、補助

金・国費負担の軽減。

• 事業者： 業務効率化、システムの導入・運用コスト低減、利用者の

利便性向上。事業者間での「業務の共同化・協業化」の促進。

• ベンダー： 現行業務仕様確認やシステムの個別カスタマイズコス

ト極小化、他社展開やシステム間連携の省力化。

• 本業務（FY25）で策定する「バス業務標準仕様書」を全国のバス

事業者・ベンダーへ普及促進し、標準仕様準拠のプロダクト開発と

それによる業界全体の業務標準化と事業者間の「業務の共同化・

協業化」を段階的に促進する。

- ①バス業務標準仕様書の策定： 標準業務仕様、標準システム仕

様を定義

- ②標準仕様準拠のプロダクト開発： 複数ベンダーとの協議会

の立ち上げにより、先行プロダクト開発を推進

- ③先行モデル事業の実施： モデル事業者数社による先行プロ

ダクトの導入や、業務の標準化

- ④普及促進活動： モデル事業を活用した、他社への普及促進

活動(勉強会・BPR事業、補助金調整)

- ⑤全国のバス事業者、ベンダーでの採用： 仕様書をバス業界共

通の標準業務・システムモデルとして確立

• FY25では、核となる活動として、バス業務標準仕様書の策定（上

記①）および、普及促進に向けたバス事業者／ベンダーの巻き込

み・共通理解の醸成を実施

業務標準化とデータ基盤による構造改革

• バス業務標準仕様の普及により、業務の属人化の解消や重複業務の排除、DXの

推進を通じたオペレーションコストの大幅な低減を実現する。

• 同時に、標準化されたシステム・データ仕様に基づき、リプレイスや設計工数の削

減を図ることで、従来の個別カスタマイズから脱却し、開発・保守費を最適化する。

• さらに、標準IFにより、仕様の差異が障壁となっていたバス事業者間のシステム

連携や「業務の共同化・協業化」を強力に促進し、統合DBによるデータ自動収集・

集計業務の簡素化による業務工数の削減、データ駆動型の経営戦略の策定への

期待という付加価値を創出する。

公共交通としての持続可能性向上

• これらの価値を連鎖させ、深刻な人手不足や投資余力の喪失といった「負の連

鎖」を断ち切り、公共交通としてのバスの持続可能性を確固たるものにする。

• コスト抑制によって生み出された余力を次世代のサービス改善へ再投資すること

で、中小事業者を含む業界全体のデジタル変革を定着させる。

• 最終的には、行政、事業者、ベンダーが標準仕様を介して有機的に連携し、データ

に基づく効率的な路線網の構築や利便性向上を継続する。これにより、将来にわ

たって地域交通を維持・発展させることが可能となり、地域社会を支える公共交

通インフラとしての使命を果たす世界を目指す。

バス業務標準仕様の普及と、データ形式の標準化により、

バス業界のデータ利活用促進やイノベーション創出を目指す
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本実証実験の全体フロー

4月 5月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月
実施計画
実施計画書の作成

実証計画
実証計画書の作成

要件定義
要件定義書の作成

現行業務システム整理
現行業務整理
現行システム整理

現行業務仕様策定
標準業務仕様策定（案）
標準業務仕様策定（外部標準）
標準業務仕様策定

標準システム仕様策定
アーキテクチャ標準化方針策定
標準システム仕様策定(案）
標準システム仕様策定

技術実証・有用性検証
技術実証（効果検証）
有用性検証（ヒアリング調査）

業界連携・共通理解醸成
勉強会開催
意見収集

本実証実験の業務フロー

実施計画書の策定

• プロジェクトの目

的と範囲を定義

• 必要な要件を収

集・分析

実証計画書の策定

• 実証実験の方法、

検証項目

要件定義

• 開発システムの

要件を定義

標準業務仕様策定

• 標準業務仕様と

して、バス業務の

ひな型となる業

務モデルの要素

や作業手順を定

義

標準システム仕様策定 技術実証・有用性検証

• 標準システム仕

様の実効性を

PoCデモアプリ

を構築して検証

• 標準業務仕様お

よび標準システ

ム仕様の有用性

をステークホル

ダーと検証

業界連携・

共通理解醸成

• 業界団体やバス

事業者、ベンダー

への周知と共通

理解の醸成

• 勉強会の開催や

個別フォローに

よる意見収集や

情報交換

現行業務システム整理

• 現行業務整理

• 現行システム整理

本実証実験のスケジュール

• 標準システム仕

様として、標準業

務モデルに最適

化した機能配置

やデータモデル

を定義

バス事業者の業務の「標準業務モデル」及びこれに合わせた

「標準システムアーキテクチャ」を策定し、その有用性を検証する
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実施体制・協力事業者一覧(1/2)

実施体制 実証協力事業者（1/2）

会社名/団体名 担当業務

総合政策局
モビリティサービス推進課

• プロジェクト全体ディレクション

• プロジェクトマネジメント
• 企画管理/実証業務
• 標準システムアーキテクチャの調査・策定
• 検証用システムの構築

• バス業界の知見提供
• 実証フィールド等の提供
• 標準業務モデルの調査

種別 地域 ステークホルダーの名称 役割

バス
事業者

東北

• 業務ヒアリング先

• 業務ヒアリング先

• 業務ヒアリング先
• 業務関連データの提供

関東

• 業務ヒアリング先

業界
団体

全国 公益社団法人日本バス協会 • 業界全体の調整と普及促進

バス
事業者

関東

国際興業株式会社

• 現場ニーズの提供と標準業務仕
様の検証

東急バス株式会社

中部 名鉄グループバスホールディングス

近畿

阪急バス株式会社

神姫バス株式会社

本実証調査の実施体制、協力事業者およびその役割を明確化し、

円滑な業務遂行と標準仕様の有用性検証を図る

国土交通省

フューチャーアーキテクト

みちのりホールディングス

プロジェクト受託者

フィールド提供
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実施体制・協力事業者一覧(２/2)

実証協力事業者（2/2）

種別 地域 ステークホルダーの名称 役割

バス
事業者

中国

両備ホールディングス株式会社

現場ニーズの提供と標準業務仕様
の検証

広島電鉄株式会社

四国 伊予鉄バス株式会社

九州 西日本鉄道株式会社

ベン
ダー

関東

株式会社工房

システム情報の共有と標準システム
仕様の検証

NECネクサソリューションズ株式会
社

株式会社Will Smart

株式会社MIRAHOOP

矢崎総業株式会社

矢崎エナジーシステム株式会社

株式会社神奈中情報システム

株式会社小田原機器

中部 レシップ株式会社

中国 株式会社両備システムズ

九州 株式会社PARA-SOL

本実証調査の実施体制、協力事業者およびその役割を明確化し、

円滑な業務遂行と標準仕様の有用性検証を図る
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第2章 標準仕様調査の方法・結果

バス事業者の実態に即した標準業務仕様および標準システム仕様を策定するため、地域性や事業規模を考慮した複数事業者へのヒアリング等の調査を実

施した。具体的には、路線バス事業の主要19業務を対象に、「法令遵守に必須」「共通性が高い」といった基準で業務の共通化可能な要素を抽出した。業務

整理フレームワーク（FLやSIPOC）を用いて「業務一覧」および「業務フロー」を標準業務仕様として整理し、これに基づき標準データモデルやシステム機能

配置、システム間連携の標準IFを定義した。
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調査の全体像

標準業務仕様調査

標準システム仕様調査

＃ 調査項目名 主要論点 調査手法

1 標準システムアーキテクチャの調査 • 標準的な業務手順を前提とした、業界標準のシステム機能配
置はどのようなものか

• ステークホルダーヒアリング
• ドキュメントリサーチ

2 • 標準的な業務手順のうち、データ入出力が発生する業務や利
用機能、発生するデータ種はなにか

3 • 標準的な業務手順において発生するデータ種、およびその項
目定義はどのようなものか

4 • 標準システム機能配置、標準データモデルを前提とし、システ
ム間でデータ連携する際のIF定義はどのようなものか

＃ 調査項目名 主要論点 調査手法

1 バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査 • バス業務の標準的な業務手順（誰が、何をするか）はどのよう
なものか

• ステークホルダーヒアリング
• ドキュメントリサーチ

2 • バス業務の標準的な業務手順で使用する情報（Input・
Output）はどのようなものか

3 • バス業務の標準的な業務手順のデータフロー（誰から何を受け
取り、誰に何を受け渡すか）はどのようなものか

バス事業者の業務実態を網羅的に把握し、業務の共通性・固有性を切り分けた

上で、広く普及可能な標準業務仕様と標準システム仕様を策定した
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ヒアリング先・調査文献

＃ 属性 名称 選定理由

1 協会 公益社団法人日本バス協会 標準仕様を一部の事業者だけの取り組み
に留めずバス業界全体のDXへと繋げる
ため、全国の事業者ネットワークを有し、行
政・ベンダーとの橋渡し役を担うため

2 バス
事業者

会津乗合自動車株式会社 初期仮説検討に向けた作業負荷の高い現
行業務・システム調査において、本調査へ
協力するみちのりグループから選定3 茨城交通株式会社

4 岩手県北自動車株式会社

5 関東自動車株式会社

6 福島交通株式会社

7 伊予鉄バス株式会社 標準的な業務モデルの策定にあたり、現
行業務ヒアリングや標準化の協議を行う
大手バス事業者を地域性や事業規模、事
業グループの観点から偏りがないように
選定

8 国際興業株式会社

9 神姫バス株式会社

10 東急バス株式会社

11 西日本鉄道株式会社

12 阪急バス株式会社

13 広島電鉄株式会社

14 名鉄グループバスホール
ディングス株式会社

15 両備ホールディングス
株式会社

＃ 文献名 選定理由 URL

1 ビジネスプロセス・
モデルの 階層（レイ
ヤー）とステップ

業務プロセスの階層構造を整理するにあたり、
業務プロセスの可視化・改善・RPA導入のため
の実務的粒度設計指針として、日本全国の自治
体・公共機関・民間企業に幅広く適用されてい
ることから、公益社団法人 企業情報化協会
（JIIT、 旧企業情報化協会 BPM-J）が定義す
る「FL（Function Level）／ファンクションレ
イヤー」の構造（FL1〜FL6）を標準参照枠組み
として採用した。

https://ww
w.bpm-
j.org/downl
oad/bpmmo
del.pdf

2 SIPOC+CM 
Diagram

ビジネスプロセスを可視化するための一般的な
手法であることから、SIPOC を採用した。

SIPOC+CM 
Diagram | 
ASQ

ヒアリング先

調査文献

＃ 業界 企業名 選定理由

16 ベンダー 株式会社小田原機器 標準的なアーキテクチャ、データイン
ターフェースの定義にあたり、既存シス
テムのアーキテクチャ確認や標準化の
協議をおこなうベンダを、各システム
領域におけるシェアの観点から選定

17 株式会社神奈中情報システム

18 株式会社工房

19 矢崎エナジーシステム株式会社

20 矢崎総業株式会社

21 株式会社両備システムズ

22 レシップ株式会社

23 株式会社MIRAHOOP

24 NECネクサソリューションズ

株式会社

25 株式会社PARA-SOL

26 株式会社Will Smart

ヒアリング先

本調査では、各地の異なる地域・規模のバス事業者における業務実態を網羅的に

把握することを目的とし、複数の事業者をヒアリング対象として選定した

https://www.bpm-j.org/download/bpmmodel.pdf
https://www.bpm-j.org/download/bpmmodel.pdf
https://www.bpm-j.org/download/bpmmodel.pdf
https://www.bpm-j.org/download/bpmmodel.pdf
https://www.bpm-j.org/download/bpmmodel.pdf
https://www.bpm-j.org/download/bpmmodel.pdf
https://asq.org/quality-resources/sipoc?srsltid=AfmBOorSnsHZ9q6uGoSidSUh-WY_OGFc-SmlD4uNtqss8YXejY3KDBQV
https://asq.org/quality-resources/sipoc?srsltid=AfmBOorSnsHZ9q6uGoSidSUh-WY_OGFc-SmlD4uNtqss8YXejY3KDBQV
https://asq.org/quality-resources/sipoc?srsltid=AfmBOorSnsHZ9q6uGoSidSUh-WY_OGFc-SmlD4uNtqss8YXejY3KDBQV
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調査結果：サマリ | 標準業務仕様調査

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査

• 本調査にて、バス事業者毎に大枠の業務手順について差分がないことを確

認した。一部の細かな差分については、対応方針検討の上、標準業務仕様案

として整理した。

現行業務手順の差異例

A社業務モデル
（車両仕業なし）

2.ダイヤ作成 3.交番作成
6.勤務・配車計画

作成

本社部門 営業所

差分なし

路線・
系統の
設定

便の
設定

ダイヤ
の検証
確定

便情報
の把握

制約条
件の把
握

仕業
編成

基本交
番編成

交番の
確認・
確定

運転手
仕業作成

車両仕業
作成

運転手 
仕業作成

勤務・
配車計
画作成

B社業務モデル
（車両仕業あり）

配車計画
表の作成

車両
調整

車両
調整

調査結果のまとめ

＃ 標準化に向けた主要課題 具体例

1 • 細かな業務手順の差異 • 「3.交番作成」内の「仕業編成」業務にて、
運転手仕業だけ作成するバス事業者も
あれば、運転手仕業及び車両仕業の両
方を作成するバス事業者も存在する

2 • システム対応 or 人力対応の差異 • 「2.ダイヤ作成」において、大規模なバ
ス事業者はダイヤ編成システムを導入し
てダイヤ作成しているが、小規模なバス
事業者はExcel等の時刻表として手作
業で管理している

3 • 業務担当者の差異 • 「3. 交番作成」の担当者は、ダイヤ作成
部門が同一のケースや、営業所別部署
で作成する等、バス事業者により異なる

4 • 類似の意味を持つ用語の差異 • 運転手・車両割当の単位となる「仕業」
は、一部バス事業者では「乗務系統」と
呼称されている

バス事業者ごとの共通業務や差分を把握し、各社の創意工夫・自主ルールを明確

に切り分けたうえで、広く普及可能な標準業務仕様案を策定した
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（1/13）

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査

標準業務モデルの調査の流れ

標準業務モデル整理 検証

バス業務全体像の洗い出し 標準化対象スコープ検討 FL×SIPOCによる業務整理 勉強会・ヒアリングによる検証
1 2 3 4

調査概要

調査の

アウトプット

イメージ

• 本調査に協力しているみちのりグルー
プのバス事業者5社に対してヒアリン
グし、バス業務に必要な業務全体像を
洗い出し

• ①結果を踏まえ、標準化対象とする業
務のスコープを検討

• 標準化対象業務のスコープを路線バ
ス事業に限定し、「顧客接点・安全・法
令遵守に直結するか」、「発生頻度が高
いか」などの観点から絞り込みを実施

• 標準業務モデルは、業務全体を階層構
造で切り分ける手法である
「FL(Function Layer)」と、データ
の流れに着目して業務整理する手法
である
「SIPOC(Supplier,Input,Proces
s,Output,Customer)」のフレーム
ワークに基づいて整理し、標準アーキ
テクチャとの接続を表現

• 各地のバス事業者・バス業務システム
ベンダが一堂に会する勉強会を計4回
開催し、整理した標準業務モデルを検
証・アップデート

• 並行して、複数のバス会社における現
場視察・ヒアリングも実施し、現場作業
実態に合わせた差分について標準化
対応方針を検討

ID FL3 FL4 Process Supplier Input Output Customer

M17-FL4-010-010 需給設計 需要の分析

・運行実績集計の結果から、路線・系統の時間帯や運行区分での乗降客数の推移を分析し、需要

量に対する供給量の過不足を把握する。

・路線・系統毎に運行コストと運賃収入を計算し、路線の収支を分析する。

・利用者の要望・苦情、自治体などから要望がある路線の把握、運行地域の人口動態を把握する。

需給設計担当者

自治体関係者

関連施設

16.運行実績集計

100.運行

IO_0001_路線・系統の乗降客数集計表

IO_0002_過去の路線・系統の乗降客数集計表

IO_0003_運行実績情報（実車走行キロ、一件明細表・売上集計表）

IO_0004_分析対象期間

IO_0005_利用者の要望・苦情

IO_0006_路線の新設・運行見直し要望

IO_0007_人口統計情報

IO_0008_運行見直し候補(路線・系統、停留所区

間、便、時間帯)

IO_0009_路線沿線・停留所の居住者人口・動態

需給設計担当者

M17-FL4-010-020 需給設計 供給の分析

・走行実績からダイヤから遅延を分析し、大幅な遅延が慢性的に発生している便や区間を特定する。

・運転手数や車両数、勤務実績から、運行可能な便数や仕業数を検討する。

・ダイヤ改正に必要となる鉄道などの接続交通や施設の営業時間を把握する。

・路線の新設など、大幅なダイヤの見直しが発生する場合に実施するケースが多い

需給設計担当者

運転手

労働組合

他交通機関

2.ダイヤ作成

3.交番作成

7.運転手管理

16.運行実績集計

17.勤務実績集計

IO_0010_各便の走行時分の実績

IO_0011_現状の運行ダイヤ

IO_0012_勤務実績（勤務運転者数、助勤実績数、労働時間等）

IO_0013_運転手の採用見込み者数

IO_0014_基本交番表

IO_0004_分析対象期間

IO_0015_遅延発生路線・系統、区間、便の情報

IO_0016_運転者の需給バランス試算

IO_0017_目標作成仕業数

IO_0018_関連情報（他交通機関の運行ダイヤ、関

連施設情報など）

需給設計担当者

M17-FL4-010-030 需給設計
ダイヤ策定方針

の検討

・各停留所間の区間時分や折り返し待ち時間などを見直し案を作成する。

・運行変更が必要と考えられる路線・系統の運行時間帯の短縮・延長や、便の出発時間の調整が可

能か検討を行う。

・利用者や自治体からの要望による路線の新設や、乗降客数の減少による路線・系統の再編・統廃

合に関する変更方針案を作成する。

需給設計担当者

営業所担当者

2.ダイヤ作成

IO_0008_運行見直し候補(路線・系統、停留所区間、便、時間帯)

IO_0015_遅延発生路線・系統、区間、便の情報

IO_0016_運転者の需給バランス試算

IO_0017_目標作成仕業数

IO_0011_現状の運行ダイヤ

IO_0018_関連情報（他交通機関の運行ダイヤ、関連施設情報など）

IO_0019_路線・停留所付近の人口・動態

IO_0014_基本交番表

IO_0020_区間時分

IO_0021_折り返し待ち時間

IO_0022_ダイヤ策定方針（運行時間帯、便数、出

発時間等）

IO_0023_路線新設・再編・統廃合方針

需給設計担当者

2.ダイヤ作成

4.商品(価格)設計

5.事業許認可

業務一覧

業務フロー

No 大分類 中分類 用語 読み方 同義語 定義 凡例（使い方）

1 実績管理 18.車両実績集計 ODDメーター おどめーたー ー

車両がこれまでに走行した総距離を示す装置を指す。累計走行距離の把握

に用いられ、整備周期の管理や車両更新判断、運行実績の確認に活用さ

れる。

ODDメーターの値を確認し、定期整備の実施

時期を判断する。

2 サービス設計 1.需給設計 ODデータ おーでぃーでーた ー

旅客がどの停留所から乗車し（Origin）、どの停留所で降車したか

（Destination）を示す1回ごとの乗降データを集約したもの。路線別や時

間帯別に整理し、需要分析や路線・ダイヤ計画の基礎資料として用いられ

る。

ODデータを確認したところ、朝ピークで◯◯駅前

→△△営業所方面の流動が増加しているため、

次回ダイヤ検討の議題に追加してください。

3 サービス設計 3.交番作成 インターバル いんたーばる 休息時間

運転手が乗務を終えてから次の乗務を開始するまでに確保すべき休息時間

を指す。一定時間の連続休息の確保が法律で求められており、安全運行と

労務管理の適正を維持するために定められている。

翌日の仕業を調整し、必要なインターバルが確

保されるよう勤務を変更する。

4 リソース割当 6.勤務・配車計画作成 学休 がっきゅう ー
学校の長期休み期間を指す用語。通学需要が減少する時期であり、通常

の平日とは異なるダイヤ（学休ダイヤ）が適用される期間を示す。

学休に入るため、来週から該当路線が学休ダイ

ヤに切り替わる。

5 補助金取得 19.補助金取得 幹線/フィーダ かんせん/ふぃーだ ー

系統や路線の役割を示す計画上の区分。幹線は複数の自治体をまたいで

主要拠点間を結ぶ、地域間幹線系統としての中心的な系統を指す。フィーダ

は地域内の移動需要に対応し、地域間幹線系統と連携してネットワーク全

体の利便性を高める系統を指す。

地域間幹線のダイヤ変更に合わせ、関連する

フィーダ系統の時刻を調整する。

用語集

現場視察・ヒアリングの写真

業務鳥瞰図

第４回勉強会当日の写真
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（2/13）

調査手法の詳細_①バス業務全体像の洗い出し

• 本調査へ協力するみちのりグループのバス事業者5社に対して現行業務調査

（ヒアリング、ドキュメント調査）を実施し、路線バス事業における業務の洗い出

しを実施した。

調査結果_①バス業務全体像の洗い出し

• 各バス事業者にて共通的に実施する業務を洗い出し、全体像として整理した。

• 大枠の業務手順については、バス事業者毎に概ね差異がないことを確認した。

＃ 業界 ヒアリング調査先（みちのりグ
ループ）

選定理由

1

バス
事業者

会津乗合自動車株式会社

初期仮説検討に向けた作業負荷の
高い現行業務・システム調査にお
いて、本調査へ協力するみちのり
グループから選定

2 茨城交通株式会社

3 岩手県北自動車株式会社

4 関東自動車株式会社

5 福島交通株式会社

調査手法の詳細_②標準化対象スコープ検討

• 本調査における標準化対象業務のスコープを路線バス事業に限定し、「顧客接

点・安全・法令遵守に直結するか」、「発生頻度が高いか」などの観点から絞り

込みを実施した。

• 絞り込み結果として、フロント業務はすべて標準化対象範囲とし、バックオフィ

ス業務については一部業務（19.補助金処理）のみ標準化対象として定義した。

調査結果_②標準化対象スコープ検討

• 標準化対象スコープの検討結果を踏まえ、業務鳥瞰図が確定した。

業務鳥観図

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（3/13）

調査手法の詳細_③FL×SIPOCによる業務整理

• 標準化対象業務について、業務全体を階層構造で切り分ける手法である「FL」

と、データの流れに着目して業務整理する手法である「SIPOC」のフレーム

ワークに基づいて整理した。

調査結果_③FL×SIPOCによる業務整理

• FL×SIPOCのフレームワークに基づき「業務一覧」、「業務フロー」を整理し、

それら作成物を補完する「用語集」を作成した。

• 「業務フロー」FL4・5では業務の流れを表現し、FL6では標準アーキテクチャ

を踏まえた業務とシステムの関係性を表現した。

調査手法の詳細_④勉強会・ヒアリングによる検証

• 全国のバス事業者・バス業務ベンダーが一堂に会する勉強会を開催し、整理し

た標準業務モデル案に対して差異の有無や標準化の方向性を討議した。

• 並行して、複数のバス事業者における現場視察・ヒアリングも実施し、現場作業

実態に合わせた差分について標準化対応方針を検討した。

調査結果_④勉強会・ヒアリングによる検証

• 上記勉強会等を通じて差異が確認できたものについては、標準化に向けた対

応方針を検討のうえ、標準業務モデルの修正を実施した。

ID FL3 FL4 Process Supplier Input Output Customer

M17-FL4-010-010 需給設計 需要の分析

・運行実績集計の結果から、路線・系統の時間帯や運行区分での乗降客数の推移を分析し、需要

量に対する供給量の過不足を把握する。

・路線・系統毎に運行コストと運賃収入を計算し、路線の収支を分析する。

・利用者の要望・苦情、自治体などから要望がある路線の把握、運行地域の人口動態を把握する。

需給設計担当者

自治体関係者

関連施設

16.運行実績集計

100.運行

IO_0001_路線・系統の乗降客数集計表

IO_0002_過去の路線・系統の乗降客数集計表

IO_0003_運行実績情報（実車走行キロ、一件明細表・売上集計表）

IO_0004_分析対象期間

IO_0005_利用者の要望・苦情

IO_0006_路線の新設・運行見直し要望

IO_0007_人口統計情報

IO_0008_運行見直し候補(路線・系統、停留所区

間、便、時間帯)

IO_0009_路線沿線・停留所の居住者人口・動態

需給設計担当者

M17-FL4-010-020 需給設計 供給の分析

・走行実績からダイヤから遅延を分析し、大幅な遅延が慢性的に発生している便や区間を特定する。

・運転手数や車両数、勤務実績から、運行可能な便数や仕業数を検討する。

・ダイヤ改正に必要となる鉄道などの接続交通や施設の営業時間を把握する。

・路線の新設など、大幅なダイヤの見直しが発生する場合に実施するケースが多い

需給設計担当者

運転手

労働組合

他交通機関

2.ダイヤ作成

3.交番作成

7.運転手管理

16.運行実績集計

17.勤務実績集計

IO_0010_各便の走行時分の実績

IO_0011_現状の運行ダイヤ

IO_0012_勤務実績（勤務運転者数、助勤実績数、労働時間等）

IO_0013_運転手の採用見込み者数

IO_0014_基本交番表

IO_0004_分析対象期間

IO_0015_遅延発生路線・系統、区間、便の情報

IO_0016_運転者の需給バランス試算

IO_0017_目標作成仕業数

IO_0018_関連情報（他交通機関の運行ダイヤ、関

連施設情報など）

需給設計担当者

M17-FL4-010-030 需給設計
ダイヤ策定方針

の検討

・各停留所間の区間時分や折り返し待ち時間などを見直し案を作成する。

・運行変更が必要と考えられる路線・系統の運行時間帯の短縮・延長や、便の出発時間の調整が可

能か検討を行う。

・利用者や自治体からの要望による路線の新設や、乗降客数の減少による路線・系統の再編・統廃

合に関する変更方針案を作成する。

需給設計担当者

営業所担当者

2.ダイヤ作成

IO_0008_運行見直し候補(路線・系統、停留所区間、便、時間帯)

IO_0015_遅延発生路線・系統、区間、便の情報

IO_0016_運転者の需給バランス試算

IO_0017_目標作成仕業数

IO_0011_現状の運行ダイヤ

IO_0018_関連情報（他交通機関の運行ダイヤ、関連施設情報など）

IO_0019_路線・停留所付近の人口・動態

IO_0014_基本交番表

IO_0020_区間時分

IO_0021_折り返し待ち時間

IO_0022_ダイヤ策定方針（運行時間帯、便数、出

発時間等）

IO_0023_路線新設・再編・統廃合方針

需給設計担当者

2.ダイヤ作成

4.商品(価格)設計

5.事業許認可

標準業務一覧

標準業務フロー（FL6）

No 大分類 中分類 用語 読み方 同義語 定義 凡例（使い方）

1 実績管理 18.車両実績集計 ODDメーター おどめーたー ー

車両がこれまでに走行した総距離を示す装置を指す。累計走行距離の把握

に用いられ、整備周期の管理や車両更新判断、運行実績の確認に活用さ

れる。

ODDメーターの値を確認し、定期整備の実施

時期を判断する。

2 サービス設計 1.需給設計 ODデータ おーでぃーでーた ー

旅客がどの停留所から乗車し（Origin）、どの停留所で降車したか

（Destination）を示す1回ごとの乗降データを集約したもの。路線別や時

間帯別に整理し、需要分析や路線・ダイヤ計画の基礎資料として用いられ

る。

ODデータを確認したところ、朝ピークで◯◯駅前

→△△営業所方面の流動が増加しているため、

次回ダイヤ検討の議題に追加してください。

3 サービス設計 3.交番作成 インターバル いんたーばる 休息時間

運転手が乗務を終えてから次の乗務を開始するまでに確保すべき休息時間

を指す。一定時間の連続休息の確保が法律で求められており、安全運行と

労務管理の適正を維持するために定められている。

翌日の仕業を調整し、必要なインターバルが確

保されるよう勤務を変更する。

4 リソース割当 6.勤務・配車計画作成 学休 がっきゅう ー
学校の長期休み期間を指す用語。通学需要が減少する時期であり、通常

の平日とは異なるダイヤ（学休ダイヤ）が適用される期間を示す。

学休に入るため、来週から該当路線が学休ダイ

ヤに切り替わる。

5 補助金取得 19.補助金取得 幹線/フィーダ かんせん/ふぃーだ ー

系統や路線の役割を示す計画上の区分。幹線は複数の自治体をまたいで

主要拠点間を結ぶ、地域間幹線系統としての中心的な系統を指す。フィーダ

は地域内の移動需要に対応し、地域間幹線系統と連携してネットワーク全

体の利便性を高める系統を指す。

地域間幹線のダイヤ変更に合わせ、関連する

フィーダ系統の時刻を調整する。

用語集

第2回勉強会当日の写真

標準業務フロー（FL４・5）

＃ 差異 具体例（一例） 対応方針（標準化方法）

1
細かな業務
手順の差異

• 「3.交番作成」内の「仕業編成」業
務にて、運転手仕業だけ作成す
る会社もあれば、運転手仕業及
び車両仕業の両方を作成するバ
ス事業者も存在する

各業務の手順パターンを並列
に記載し、条件分岐によって
複数パターンを網羅した「標準
業務フロー」として整理

2
システム対
応 or 人力
対応の差異

• 「2.ダイヤ作成」において、大規
模なバス事業者はダイヤ編成シ
ステムを導入してダイヤ作成して
いるが、小規模なバス事業者は
Excel等で手作業で管理してい
る

技術的にシステム化が可能な
業務はシステム対応を前提と
して、「標準業務フロー」として
整理

3
業務担当者
の差異

• 「3. 交番作成」の担当者は、ダイ
ヤ作成部門が同一のケースや、
営業所別部署で作成する等、バ
ス事業者の規模等により異なる

具体部署・役職等を特定せず、
「（業務名）担当者」と役割ベー
スで定義した上で「業務一覧」、
「業務フロー」として整理

現場視察・ヒアリングの写真

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（4/13）

業務名 M17-FL3-010 需給設計

業務概要

• 本業務は、「M17-FL3-160 運行実績集計」のデータから、各路
線・系統の乗降客数、運行収支の定量的な分析、利用者からの要
望・苦情、自治体・沿線の施設等からの要望など、「M17-FL4-
010-010 需要の分析」で多角的に需要情報を把握する

• また、走行実績のデータから、遅延情報を分析することで、ダイヤ
作成の前提となっている区間時分の見直しを行う

• 「M17-FL3-170 勤務実績集計」の勤務情報から「M17-FL4-
010-020 供給の分析」として、勤務可能な運転手数から仕業数
の見込みを立て、需給のバランスを検討したダイヤ策定方針を
「M17-FL4-010-030 ダイヤ策定方針の検討」にて作成する

業務フロー

業務の実施者

• 本業務は法令で実施者は定められておらず、路線バス事業全体に
関わる要素が多いことから、本社の路線バス部門が担当すること
が多い

• また後続の「M17-FL3-020 ダイヤ作成」とも業務の関連度合い
が強く、ダイヤ作成担当者が兼務することも多い

業務のアウト
プット

• 本業務の成果物として、後続
の「M17-FL3-020 ダイヤ
作成」においてダイヤ策定方
針として、検討対象となる路
線・系統・便等の新設、見直し
案等が作成される

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「1.需給設計」、「2.ダイヤ作成」の業務概要は以下の通り。

業務名 M17-FL3-020 ダイヤ作成

業務概要

• 本業務は、「M17-FL3-010 需給設計」にて定めたダイヤ作成方
針を踏まえ、各路線・系統で運行する便を設定し、路線・系統の新
設・再編がある場合はその詳細設計を行う

• 作成したダイヤ情報は、届出・許認可の対象であり、「M17-FL3-
050 事業許認可」にてダイヤを確定させ、その後の「M17-FL3-
030 交番作成」、「M17-FL3-040 商品(価格)設計」、「M17-
FL3-100 運行前社内情報処理」、「M17-FL3-110 利用者向
け周知」の業務に進む

業務フロー

業務の実施者

• 本業務の実施者は法令等では定められておらず、路線バス事業全
体に関わる要素が多いことから、本社の路線バス部門が担当する
ことが多く、路線・便ごとに独自のビジネスルールが存在し、明文
化されていないケースも散見されるため、経験豊富な担当者が対
応する傾向にある

• 前工程「M17-FL3-010 需給設計」と業務の関連度合いが強く、
需給設計担当者がダイヤ作成業務を兼務することも多い

業務のアウト
プット

• 本業務では、路線・系統ごと
のダイヤ情報が成果物となる

• 作成したダイヤ情報には、各
路線・系統の走行経路、停留
所、系統番号等の路線を定義
する情報、運行する便の情報
及び運行期間が含まれる

ダイヤシステム画面例

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（5/13）

業務名 M17-FL3-030 交番作成

業務概要

• 本業務は、「M17-FL3-020 ダイヤ作成」によって作成された便
情報をインプットとして、労働制約、社内規定・協約、各営業所が考
慮するビジネスルール等を制約条件として、仕業編成を行う

• 仕業グループごとに作成した仕業を基本交番表として順番に並べ、
労働組合等への事前確認を経て基本交番表が確定する

業務フロー

業務の実施者
• 本業務の実施者は法令等では定められていないが、仕業・交番作
成担当者が作成を行い、その内容の確認は運行責任者および組合
担当者が主に担当する

業務のアウト
プット

• 本業務の成果品として、仕業
グループごとに作成し順番に
並べた基本交番表が作成さ
れ、「M17-FL3-060 勤
務・配車計画作成」に引き継
がれる

基本交番表の例

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「3.交番作成」、「4.商品(価格)設計」の業務概要は以下の通り。

業務名 M17-FL3-040 商品(価格)設計

業務概要

• 本業務は、「M17-FL3-020 ダイヤ作成」にて作成した路線・系
統の情報を基に、商品の基礎となる運賃設計をするため、停留所
単位で基準を設計し運賃を設定する

• ただし、路線バスの運賃は公益性を求められるため、適切な利益
水準を満たす必要がある

• そのため、設定した運賃から見込まれる収入と原価計算にて算出
した単価から運行コストを計算し、設定した運賃が適切な水準であ
ることを確認した上で、関係者との協議、「M17-FL3-050 事業
許認可」における許認可手続を経て、「M17-FL3-100 運行前社
内情報処理」、「M17-FL3-110 利用者向け周知」の業務に進む

業務フロー

業務の実施者

• 本業務の実施者は法令等では定められていないが、全社的な業務
であり前段の「M17-FL3-010 需給設計」、「M17-FL3-020
ダイヤ作成」と関わる要素が多いことから、本社の路線バス部門が
担当することが多い。

業務のアウト
プット

• 本業務の成果品として、各路
線・系統に適用される運賃三
角表、定期券、回数券、企画
乗車券等の関連商品価格、商
品の販売条件等が作成され
る

運賃三角表

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（6/13）

業務名 M17-FL3-050 事業許認可

業務概要

• 本業務は、「M17-FL3-020 ダイヤ作成」、「M17-FL3-040
商品(価格)設計」にて実施した事業における変更点に対して、道路
運送法等で定められている法令手続きが必要になった際に実施す
る業務になる

• 許認可申請・届出に関する手続きは、それぞれの申請フローや様式
が定められており、該当する根拠法、告示・通達、ガイドラインや手
順書などを参考に手続きを進めつつ、実施内容により異なる事務
処理上求められる情報について、事前に管轄する運輸局・支局、警
察署などに確認・相談を行う

• 関係機関への相談を通じて抽出された要求内容も踏まえ、手続き
に必要となる実績や根拠などの情報を「M17-FL3-160 運行実
績集計」、「M17-FL3-170 勤務実績集計」、「M17-FL3-180
車両実績管理」、「M17-FL3-1110 経理」等から収集し、申請・届
出書類を作成する

• 作成内容に対する申請先からの指摘に対応し、許認可・届出の受
理後、後続の「M17-FL3-020 ダイヤ作成」、「M17-FL3-040
商品(価格)設計」の業務に進む

業務フロー

業務の実施者
• 本業務の実施者は法令等では定められていないが、道路運送法上
の手続きで路線バス事業を熟知している必要があるため、本社の
路線バス部門が担当することが多い

業務のアウト
プット

• 各種申請に対する許可、認可、
届出の受理が成果物となる

提出書類の一例（停留所新設）

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「5.事業許認可」、「6.勤務・配車計画作成」の業務概要は以下の通り。

業務名 M17-FL3-060 勤務・配車計画作成

業務概要
• 本業務は、計画作成の前提となる大枠の勤務計画をたたき台とし
て作成し、個別の事情を反映・調整の上、制約条件を充足すること
を確認した上で関係者に発表・周知する流れになる

業務フロー

業務の実施者
• 本業務の実施者は、各営業所の運行管理者または運行管理補助者
が主に担当する

業務のアウト
プット

• 本業務の成果物としては、
「M17-FL3-030 交番作
成」にて作成した、仕業・基本
交番表をインプット情報に、
運行単位の仕業に対して、運
転手及び車両を割り当てた
勤務・配車計画を作成し、後
続業務の「M17-FL3-090
勤務・配車計画調整」にて運
行当日まで仕業を担当する
運転手及び車両を調整・確定
し、「M17-FL3-130 運行
管理」にて運行当日を迎える 運転手の勤務計画

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（7/13）

業務名 M17-FL3-070 運転手管理

業務概要

• 本業務は、大きく3つの業務で構成され、「M17-FL3-1080 人
事」にて採用された運転手の事故歴、健康状態等を、入社から退社
後一定期間まで管理する「M17-FL4-070-010 運転手管理」、
「M17-FL3-060 勤務・配車計画作成」及び「M17-FL3-090 
勤務・配車計画調整」に必要となる勤務関連情報を把握・管理する
「M17-FL4-070-020 勤務管理」、乗務関連情報を把握・管理
する「M17-FL4-070-030 乗務管理」を行う

業務フロー

業務の実施者
• 本業務の実施者は、各営業所の運行管理者・運行管理補助者、本
社や営業所の事務部門が主に担当する

業務のアウト
プット

• 本業務の成果品として、運転
手管理（免許情報、健康状態、
教習履歴等）、勤務管理（営業
所、乗車制約等）、乗務管理
（乗車可能日、勤務実績等）に
関する情報が運転者台帳に
管理され、「M17-FL3-060 
勤務・配車計画作成」、
「M17-FL3-090 勤務・配
車計画調整」に引き継がれる

乗務員台帳の例

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「7. 運転手管理」、「8. 車両管理」の業務概要は以下の通り。

営業所業務名 M17-FL3-080 車両管理

業務概要

• 本業務は、車両の仕様、保険加入状況、税支払状況、行政手続状況
等を管理する「M17-FL4-080-010 車両管理」、車両の運行時
の配車ルール、配車制約（補助金、ラッピング等による路線制約）等
を管理する「M17-FL4-080-020 配車管理」、点検・整備、故
障等によって車両が稼働できない日を把握する「M17-FL4-
080-030 稼働管理」の3つの業務を行う

業務フロー

業務の実施者
• 本業務の実施者は、各営業所の運行管理者・運行管理補助者や整
備担当者が主に担当する

業務のアウト
プット

• 本業務の成果品として、車両
管理（車両の仕様、保険加入
状況等）、配車管理（配車ルー
ル、配車制約等）、稼働管理
（車両不稼働日等）に関する
情報が車両管理台帳や車両
マスタに管理され、「M17-
FL3-060 勤務・配車計画作
成」、「M17-FL3-090 勤
務・配車計画調整」に引き継
がれる 営業所での車両稼働管理

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（8/13）

業務名 M17-FL3-090 勤務・配車計画調整

業務概要

• 本業務は、勤務・配車計画表（初版・調整版）を基に、まず未割り当
てとなっている仕業を抽出し、それらを補完するための「M17-
FL4-090-010 勤務・配車計画表の調整」を行う

• 続いて、運行前日など直前のタイミングで翌日の勤務・配車表を作
成する「M17-FL4-090-020 勤務・配車表の作成」を実施する

業務フロー

業務の実施者
• 本業務は各営業所の運行管理者または運行管理補助者が主に担
当する

業務のアウト
プット

• 本業務では、「M17-FL3-
060 勤務・配車計画作成」で
作成された、勤務・配車計画
表が更新され、「M17-FL3-
100 運行前社内情報処理」
に引き継がれる勤務・配車表
が成果物になる

運転手の勤務計画

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「9.勤務・配車計画調整」、「10.運行前社内情報処理」の業務概要は以下の通り。

業務名 M17-FL3-100 運行前社内情報処理

業務概要

• 本業務は、バス運行に必要となる利用者向け方向幕、音声案内
データ、運転手向け運行経路・停留所出発時間を便ごとに整理した
運行表等を、前工程である「M17-FL3-020 ダイヤ作成」のデー
タから情報作成し、「M17-FL3-090 勤務・配車計画調整」で調
整された仕業に運転手・車両を紐づけたデータから、運行日ごとの
点呼記録簿や仕業毎にまとめられた運行表を準備し、「M17-
FL3-130 運行管理」に引き渡す

業務フロー

業務の実施者
• 本業務は法定で実施者が決まっていないが、情報作成はシステム
担当者または本社路線バス担当者にて作業し、当日準備は営業所
の運行管理者が実施することが多い

業務のアウト
プット

• 成果物として、方向幕、音声
案内などのデータ、運行表、
点呼記録簿等が作成される

点呼記録簿の例

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（9/13）

業務名 M17-FL3-110 利用者向け周知

業務概要

• 本業務は、「M17-FL3-020 ダイヤ作成」にて作成したダイヤ・運
賃改定等の運行変更に関する情報を作成するほか、「M17-FL3-
130 運行管理」にて運行管理者にて把握した急な運休、遅延、迂
回等の運行当日の突発的な変更に関する周知すべき情報を作成
する

• なお、作成した情報については、それぞれ適切な提供方法で発信
する

業務フロー

業務の実施者

• 本業務の実施者は法令で定められていないが、ダイヤ・運賃改定等
に関する情報作成はダイヤ作成担当の本社路線バス関連部署が、
運行当日の突発的な変更に関する情報作成は運行管理者が、情報
発信は営業所担当者がそれぞれ実施するケースが主である

業務のアウト
プット

• 本業務の成果物としては、周
知する掲示物、運行データ等
となる

運賃改定に関する掲示

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「11.利用者向け周知」、「12.点呼」の業務概要は以下の通り。

業務名 M17-FL3-120 点呼

業務概要

• 本業務は、運行の安全管理のため「M17-FL3-1000 運行」の前
後に実施するもので、法令で定められた資格を持つ運行管理者や
運行管理補助者が、運転手及び車両が適切な状態にあるのか確認
する。点呼では運転手に対して、健康状態や飲酒の有無の確認、運
行に必要な情報の指示を行い、車両に対しては日常点検を実施し
運行に問題が無いか確認する

• これらを適切に実施し、点呼記録簿として記録し「M17-FL3-
130 運行管理」にて所定期間保管する

• また運行に必要なIP無線機や運行表（スターフ）などの資機材の受
け渡しも併せて本業務で行う

業務フロー

業務の実施者
• 本業務の実施者は、道路運送法にて定められた運行管理者または
選任された運行管理補助者が運転手に対して実施する

業務のアウト
プット

• 成果物は点呼記録簿で、点呼
での実施内容を記録し、所定
期間保存する

点呼記録簿の例

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（10/13）

業務名 M17-FL3-130 運行管理

業務概要

• 本業務は、前工程「M17-FL3-090 勤務・配車計画調整」で調整
された勤務・配車計画から勤務・配車表や点呼記録簿を準備し、後
工程の「M17-FL3-120 点呼」にて法令に基づく業務前点呼を、
運行管理者が主体となって実施し、当日の運転手の乗務可否や車
両状態を踏まえ必要に応じて代務運転手や代車の手配を行う

• また、当日の運行中に発生する異常・トラブルに対応し、適宜運休
判断などを行い「M17-FL3-1000 運行」や「M17-FL3-110 
利用者向け周知」と連携する

• さらに事故等で車両の修理が必要になれば、後工程の「M17-
FL3-140 車両保守計画」にて、整備管理者主体で修理計画を検
討する。「M17-FL3-130 運行管理」業務実施後に、後工程の
「M17-FL3-150 運行関連情報集計」において、情報統合担当者
主体で実績関連のデータを収集する

業務フロー

業務の実施者
• 本業務は、法令で定められた運行管理者資格を持ち、各営業所単
位で選任された運行管理者と運行管理補助者が実施する

業務のアウト
プット

• 本業務では、運行管理者及び
運転手により運行実績が反
映された勤務・配車表、
「M17-FL3-120 点呼」に
て作成した点呼記録簿、運転
日報、異常・トラブル時の事故
記録簿、自動車事故報告書を
作成する

点呼時に作成する点検表の例

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「13.運行管理」、「14.車両整備」の業務概要は以下の通り。

業務名 M17-FL3-140 車両整備

業務概要

• 本業務は、前工程「M17-FL3-080 車両管理」にて管理されてい
る車両情報から、実施時期が決められている車検・法定点検スケ
ジュールを把握し、整備工場の設備・整備士のリソースを把握の上、
保守計画を作成し、「M17-FL3-1130 車両整備」にて車両の整
備・点検を実施する

• また、「M17-FL3-130 運行管理」から運行にて発生する故障・事
故を把握し、急な代車手配に合わせた整備実施時期の調整や、追
加での修繕対応の調整など保守計画の調整を行う

業務フロー

業務の実施者
• 本業務は、整備工場の整備士と本社の整備部門が連携して実施す
ることが多い

業務のアウト
プット

• 本業務では、各整備工場での、
車検、点検、整備の整備実施
計画が作成される

整備実施計画の例

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（11/13）

業務名 M17-FL3-150 運行関連情報集計

業務概要

• 本業務は、「M17-FL3-130 運行管理」「M17-FL3-120 点呼」
「M17-FL3-1000 運行」から生じる帳票やシステム内のデータ
などの非定型な情報を、それぞれ関連する情報源から収集し、内
容確認や訂正を行ったあとで、情報として利用可能な形で整理・集
計する

業務フロー

業務の実施者
• 本業務は、主に営業所を中心に各種データが発生するため、営業
所の運行管理者や事務担当者が実施する

業務のアウト
プット

• 本業務では運行の結果生じる、運行データ、勤務関連データ、車両
管理データ等を集計した種々のデータが成果物になる

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「15.運行関連情報集計」、「16.運行実績集計」の業務概要は以下の通り。

業務名 M17-FL3-160 運行実績集計

業務概要
• 本業務は、「M17-FL3-150 運行関連情報集計」にて集計した
データを、後工程の「M17-FL3-190 補助金処理」やその先の業
務で利用する形式のデータに加工する

業務フロー

業務の実施者 • 本業務は、本社路線関連の部署や各営業所の事務員が実施する

業務のアウト
プット

• 本業務では、路線・系統毎の乗降人数、ODデータ、平均乗車密度、
キロコスト等の運行実績を評価するための情報、運行回数、運休回
数、売上集計情報を集計する

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（12/13）

業務名 M17-FL3-170 勤務実績集計

業務概要

• 本業務は、「M17-FL3-150 運行関連情報集計」にて集計した
データを、後工程の「M17-FL3-010 需給設計」、「M17-FL3-
070 運転手管理」、「M17-FL3-190 補助金処理」やその先の業
務で利用する形式のデータに加工する

業務フロー

業務の実施者 • 本業務は、本社路線関連の部署や各営業所の事務員が実施する

業務のアウト
プット

• 本業務では、運転手毎の勤務実績（拘束時間、運転時間、休憩時間、
連続運転時間、公休数等）が集計される

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「17.勤務実績集計」、「18.車両実績管理」の業務概要は以下の通り。

業務名 M17-FL3-180 車両実績管理

業務概要
• 本業務は、「M17-FL3-150 運行関連情報集計」にて集計した
データを、後工程の「M17-FL3-190 補助金処理」やその先の業
務で利用する形式のデータに加工する

業務フロー

業務の実施者 • 本業務は、各営業所の事務員及び本社整備関連部署が実施する

業務のアウト
プット

• 本業務では、車両の走行距離や燃料給油量を集計する

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：標準業務仕様調査 | 詳細（13/13）

業務名 M17-FL3-190 補助金処理

業務概要

• 本業務は、補助制度の最新概要の把握、補助受け取りに向けた運輸局・支局、自治体との相談・協議を行い、補助額の計
算のための予算作成を行う

• 予算作成では、欠損（赤字）を補填する考え方が主になるため、「M17-FL3-160 運行実績集計」、「M17-FL3-180 
車両実績管理」、「M17-FL3-1110 経理」から収入、コスト関連データや、実車走行キロ、総走行キロを集計し、キロ単
位の予算計算に必要なデータとして加工する

• 補助申請・請求では、同様の単位のデータを用いて、請求金額の確定を行い、後続の「M17-FL3-1110 経理」、
「M17-FL3-040 商品(価格)設計」へと引き渡す

業務フロー

業務の実施者
• 本業務の実施者は法令等では定められていないが、補助金計算においては制度上のルールを熟知している必要がある
ため、本社の路線バス部門が担当することが多い

業務のアウトプット
• 本業務の成果物として、補助金申請のための運行経費、補
助額、申請書が作成される

地域間幹線系統確保維持費国庫補助金の申請書例

調査結果詳細__標準化対象バス業務（19業務）

本調査における標準化対象バス業務「19.補助金処理」の業務概要は以下の通り。

様式第１－５（日本産業規格Ａ列４番）

経常費用

有・無

有・無

有・無

有・無

合計

 ［記載要領]
  １．この書類は、補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の実績について、補助対象期間の末日現在における状態に応じて、運行系統ごとに作成すること（補助対象系統のみ記載すること）。
　２．申請番号は、地域公共交通計画認定申請書の申請番号と同一のものとすること。
　３．起点及び終点は停留所名をもって記載し、主な経由地は他の運行系統と区別できる停留所名をもって記載し、キロ程は小数点以下第１位まで記載すること。
　４．運行回数は、補助対象期間における１日の平均を小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。なお１往復を運行回数１回とし、循環系統の場合は、１循環で運行回数１回とする。
　５．１人平均乗車キロは、運行系統ごとに実態調査に基づいて記載すること。
　６．輸送人キロは、輸送人員×１人平均乗車キロにより算出すること。
　７．運送収入は、当該運行系統の補助対象期間の運送収入について、原則として年１回以上実態調査を実施し、その結果により算出すること。また、実態調査日についても記載すること。
　８．実車走行キロは、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。
　９. １系統当たり経常費用は、補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用に当該系統の実車走行キロを乗じたものとする。
　10．平均賃率は、停留所相互間総運賃額÷停留所相互間総キロにより銭単位まで算出すること（銭未満切捨て）。ただし、補助対象期間中に運賃改定があった場合の当該運行系統の平均賃率は、　　　表中の計算式により算出すること。なお、この場合において、ストライキ、積
雪等の理由によりバスが運行されなかった日は適用日数から除くものとする。
　11．平均乗車密度は(B)÷(C)÷(F)と連算し、その値について、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。
　12. 備考欄には、補助対象期間中に運行回数の変更があった場合、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった期間があった場合又は運賃改定があった場合等特記すべき事項について、変更年月日又は期間及びその内容を記載すること。
　13. 各運行系統のキロ程、輸送人員、輸送人キロ、運送収入、実車走行キロ、運送雑収及び営業外収益の合計欄については必ず記載すること。
　14. 市町村による回数券購入等の有無は、運送収入に含まれるものの有無について記載すること。

運行計画担当部門

補助金担当部門

1系統当たり
経常費用

（円）

実態調査日　　　　　　　　年　　月　　日実施

営業外
収   益

（E）
（円）

計
（B）+（D）+（E）

運賃改定前　適用　運賃改定後　適用

の平均賃率×日数+の平均賃率×日

数

総適用日数

平均賃率
（F）
（円）

平均乗車
密　　　度

（B）
（C）×（F）

（G）

輸送人員
（人）

備　考
申請
番号

運   行
系統名

起点
主　 な
経由地

終点
キロ程
（km）

１人平均
乗車キロ

（km)

輸   送
人キロ
（人ｷﾛ）

運送収入
（B）
（円）

実車走行
キロ（C）

（km）

運送雑収
（D）
（円）

運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（令和　年度）

運　　行　　系　　統 年　間　輸　送　実　績 経　　常　　収　　益 平 均 乗 車 密 度 算 定

輸　送　量
（A）×
（G）

市町村による
回数券購入
等の有無

運行
回数
（A)

（回）

 （担当部門の名称）  （責任者役職・氏名）

事　　業　　者　　名

 （担当部門の名称）  （責任者役職・氏名）

バス業務の標準的な業務手順及びデータフローの策定に向けた調査
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調査結果：サマリ | 標準システム仕様調査

調査結果のまとめ

As-Isシステム構成（中規模バス事業者）

データモデルの調査

• 標準アーキテクチャのデータモデル設計の参考にするため、今回の標準化対象

となる業務を実現するシステム領域（ダイヤ、勤務、車両、運行、実績等）を対象

に、利用されているシステムがそれぞれどのようなデータを持つかを調査した。

• 調査はシステム導入者であるバス事業者およびシステムの提供者であるベン

ダーに対して、ドキュメントリサーチとヒアリングにて実施した。

• 調査の結果、各システムにおける主要なデータ種一覧・データ項目一覧を作成

した。

事業者が利用しているシステムのデータモデルとシステム構成を調査した

結果と比較し、現行システムと適合性が高い標準アーキテクチャを策定した

システム構成の調査

• 標準アーキテクチャのシステム設計の参考にするため、大手バス事業者・中規

模バス事業者に対して、各システムの利用状況を調査した。

• 調査はドキュメントリサーチとヒアリングにて実施した。

• 調査の結果、大手バス事業者・中規模バス事業者のシステム構成がどうなって

いるか、また、データと機能の重複やシステムが個別にカスタマイズされ、利用

されている実態を確認した。
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調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（1/9）

現行システム調査手法の詳細

• 下記の調査対象について、ドキュメントリサーチ並びにヒアリングを実施した。

• これらのステークホルダーは、業界シェアのあるシステムの導入事業者および

提供ベンダーであるため、妥当な選定である。

• 関東自動車株式会社、福島交通株式会社、NECネクサソリューションズ株式会

社、レシップ株式会社、株式会社両備システムズからシステムに関連するドキュ

メントの提供を受け、ドキュメントリサーチおよびヒアリングにて回答収集を

行った。

現行システム調査結果_データモデルの調査

• 調査の結果、各システムで実現する業務手順で、どのようなデータを保持して

いるかを確認した。

• 本調査で確認したデータは、後述する現行システム差分調査結果の適合率の

算出に活用した。

＃ 調査項目 提供を受けたドキュメント例

1 システムがどのようなデータを持っているか • ERD
• エンティティ項目一覧
• テーブル項目一覧

2 システムがどのような方式で他システムと連携
しているか

• データフロー図
• アーキ図
• IF定義

3 システムの構成はどのようになっているか • システム構成図
• 機能概念図

4 画面上でどのようなデータが表示されているか • システム操作マニュアル

＃ システム ベンダー 主なデータ種（一部）

1 ダイヤ編成システム
• レシップ株式会社
• 株式会社工房
• ベンダーI社

• 路線マスタ
• 系統マスタ
• 停留所マスタ
• 仕業マスタ

2 勤務管理システム
• 株式会社工房
• ベンダーD社

• 勤務表データ

3
運賃三角表作成支援シス
テム

• 株式会社工房 • 運賃マスタ

4 車両管理システム
• 株式会社工房
• ベンダーD社

• 車両マスタ
• 整備計画データ

5 実績管理システム

• 株式会社工房
• NECネクサソリュー
ションズ株式会社

• ベンダーD社

• 勤務実績データ
• 乗降実績データ
• 売上実績データ

6 補助金申請支援システム
• 株式会社工房
• ベンダーD社

• 補助金額計算結果
データ

7
バスロケーションシステム 
(*)

• 両備システムズ
• NECネクサソリュー
ションズ株式会社

• 経路マスタ
• 運行データ

8
デジタコ・ドラレコシステ
ム (*)

• 矢崎エナジーシステム
株式会社

• 運転手マスタ
• 停留所マスタ
• 運行データ

9
運賃箱・ICカードシステム  
(*)

• レシップ株式会社
• 現金収入データ
• ICカード収入デー
タ

10 給油管理システム (*) • ベンダーJ社 • 給油実績データ

(*) 標準業務モデルの対象外業務の支援システム

現行システム調査フロー

1. ドキュメントのリサーチ結果を下記のとおり整理した。

• データ種一覧

- データ種、データを扱う機能群、データの概要、構成要素を整理した表を作成。

• データ項目一覧

- 上記の構成要素について、テーブル名、項目名、項目概要を整理した表を作成。

• システム構成図

- システム構成上システム間でどのようなデータが、どのようにやり取りされて

いるかをまとめた構成図を作成。

2. 上記以外の確認箇所は、質問リストを作成し、回答を収集した。

【確認例】データ連携元・連携先でやり取りされるデータ、連携ファイルの実物

確認。

3. オンライン会議にてヒアリングを実施し、実態を確認した。

標準システムアーキテクチャの調査
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調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（2/9）

現行システム調査結果_システム構成の調査

• 中規模バス事業者のシステム構成を調査した。

• 基幹システムが導入されており、そのデータの連携が複数の業務システムに跨って手作業なしに行われる。

• 基幹システムとその他のシステムでは、データや機能が二重管理されている実態を確認した。

• システムでカバーしきれない業務は手作業で行われていた。

As-Isシステム構成（中規模バス事業者）

標準システムアーキテクチャの調査
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調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（3/9）

標準システムアーキテクチャの調査

現行システム調査結果_システム構成の調査

• 大手バス事業者のシステム構成を調査した。

• 個別のシステムを導入しているが、システム間の情報連携は自動で行われている。

• 本社では分析基盤/BIツールを用いたデータの分析が行われており、需要予測やダイヤ改正計画に活用されていた。

• システムでカバーしきれない業務は手作業で行われていた。

As-Isシステム構成（大手バス事業者）
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調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（4/9）

標準システムアーキテクチャの調査

標準データモデルの調査

• 標準業務モデルで策定した約500の業務要素作業（FL6）のProcessおよびInput/Outputを解析し、標準業務モデルに最適化したデータモデルの構築を進めた。

• 同一データを複数の機能で重複管理することを避けるため、各エンティティのデータ発生源はサブシステム領域に対して一意となるように策定し、効率的なデータモデ

ルの設計を実施した。

• GTFSとの互換性や将来的な事業間データ連携の実現も想定したデータモデルを検討した。

• 「標準化対象の業務プロセスにおいて発生するデータ」かつ「構造化可能なデータ」を抽出してリレーショナルデータとしてモデル化した。

• 「システム内部制御用データ」「ハードウェア制御データ」「車両備品管理データ」「車載機器関連データ」「燃料油脂関連データ」「バックオフィス関連データ」「各社固有と思

われるデータ」のデータ種やデータ項目は今回の標準化対象から除外した。

標準業務モデルからデータモデルを策定する際の考え方
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調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（5/9）

標準システムアーキテクチャの調査

標準システム構成の調査

• 機能の重複や漏れを防ぎ、全体最適化された構成となるようなシステム構成設計を実施した。

• 業務の関連性やデータ発生源を考慮し、一貫した一連の業務の機能が同じサービスにまとまるように定義した。

To-Beシステム構成
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調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（6/9）

標準システムアーキテクチャの調査

現行システムとの差分調査手法の詳細

• 標準データモデルについて、現行システムで扱われるデータとの差分を確認した。

• バス事業者より提供されたシステム利用マニュアルや、ベンダーより提供された定義書や視察結果などを基に分析を行った。

• また、視察先（伊予鉄バス、神姫バス）にて実際の画面を見ながら分析を実施した。

調査対象

• 標準データモデルで定めた100のデータモデル

調査フロー

① 標準データモデルについて、データモデルのデータ項目をはじめ、データの内容や役割が現行システムと一致するかを調査した。

② データモデル名称が異なる場合でも、内容や役割が一致するものは適合と判断した。

- 具体例：

標準データモデル名称が仕業グループの場合、該当候補は以下4つ存在した。

①営業所サークル（ベンダーA社システム）

②勤務グループマスタ（ベンダーB社システム）、

③ローテーショングループマスタ（ベンダーC社システム）

④グループマスタ（ベンダーD社システム）

いずれも曜日や特定の条件・期間などの運行条件で仕業をまとめるグループを表していたため、適合と判断

③ 比較対象の現行システムが複数存在する場合、該当するデータモデルが1つでも存在すれば適合と判断した。



概要 標準仕様調査 開発システム 実証実験 まとめ

36

調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（7/9）

標準システムアーキテクチャの調査

現行システムとの差分調査結果

• 調査した現行システムのデータモデルと標準データモデルを比較すると、標準データモデルのうち86%が現行システムのデータモデルに含まれる。

• この差分は、標準データモデルと現行システムのシステム化範囲の違いによるものと考えられる。

• 標準データモデルは業務の広範な範囲をシステム化する設計である。それに対し現行システムのシステム化範囲は限定されている。

# サブシステム領域
標準データ

モデル数

標準と整合する

データモデル数

（現行調査結果）

標準と差分が

あるデータモデル数
適合率 差分データモデル

1 1. 事業計画管理 11 6 5 55%

• 許認可申請管理・申請明細（紙およびExcelで対応）

• 補助金制度（システム化未対応）

• 補助金申請・車両補助明細（紙またはExcelで対応） 

2 2. 運行計画管理 19 17 2 79%
• 系統別運行計画（システム化未対応） 

• 運行経路リンク（システム化未対応） 

3 3. 商品計画管理 10 9 1 90% • 収益性試算（システム化未対応）

4 4. 勤務計画管理 9 9 0 100% -

5 5. 運行実行管理 12 8 4 67%

• 点呼携行品管理（紙またはExcelで対応）
• 異常対応記録（紙またはExcelで対応）
• 日次車両配置計画（システム化未対応）
• 車両入出庫記録（システム化未対応）

6 6. 運転手管理 13 12 1 92% • 系統別乗車制約（システム化未対応）

7 7. 車両管理 18 17 1 94% • 配車駐車枠（紙運用またはシステム化未対応）

8 8. 実績管理 8 8 0 100% -

9 合計 100 86 14 86% -

現行システムのデータモデルと標準データモデルの適合調査結果
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調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（8/9）

標準システムアーキテクチャの調査

現行システムとの差分調査結果

• 前ページに示した差分の具体例として、「2.運行計画管理」において整合分析した結果を示す。

ID 名称 管理する情報 現行システムにおいて対応するデータモデル

M17-ENTITY-
201

停留所 バスの停留所の位置情報や名称などの情報
停留所（ベンダーA社システム）、停留所マスタ（ベンダーC社システム）、停留所情報（ベン
ダーI社システム）

M17-ENTITY-
202

標柱 停留所に設置される具体的な「のりば」の情報
標柱（ベンダーA社システム）、停留所標柱マスタ（ベンダーC社システム）、標柱情報（ベン
ダーI社システム）

M17-ENTITY-
203

路線 営業所が管轄する路線の基本情報
路線（ベンダーA社システム）、路線マスタ（ベンダーC社システム）、路線情報（ベンダーI
社システム）

M17-ENTITY-
204

系統 路線を構成する具体的な運行系統の基本情報
系統（ベンダーA社システム）、系統マスタ（ベンダーC社システム）、系統情報（ベンダーI
社システム）

M17-ENTITY-
205

系統停留所 系統が経由する停留所の順序、距離、所要時間
系統区間（ベンダーA社システム）、系統停留所マスタ（ベンダーC社システム）、系統部品
情報（ベンダーI社システム）

M17-ENTITY-
206

基準区間時分
区間（系統停留所間の経路）における曜日や特定期間な
どの運行条件と時間帯毎の標準走行時間

時間区分（ベンダーA社システム）、系統区間時分マスタ（ベンダーC社システム）、区間所
要時分情報（ベンダーI社システム）

M17-ENTITY-
207

系統別運行計
画

系統における運行日、時間帯の単位での運行本数（便
数）の目標値や始発・終発時間

対応なし

M17-ENTITY-
208

運行日カレン
ダー

カレンダー上の日付とその日に適用する運行日区分（ダ
イヤパターン）との紐づけ

カレンダマスタ（ベンダーB社システム）、カレンダーマスタ（ベンダーC社システム）、日付
マスタ（ベンダーD社システム）

M17-ENTITY-
209

運行日区分 平日、土日、祝日、特別ダイヤなどのダイヤパターン
ダイヤ運行区分・平休日区分（ベンダーA社システム）、ダイヤ種別マスタ（ベンダーC社シ
ステム）、世代マスタ（ベンダーB社システム）

M17-ENTITY-
210

運行時間区分
朝ラッシュ、日中、夕ラッシュ、夜間・深夜帯などの具体
的な時間帯

時間区分（ベンダーA社システム）、系統区間時分マスタ（ベンダーC社システム）、区間所
要時分情報（ベンダーI社システム）

M17-ENTITY-
211

ダイヤ改正履
歴

複数の「便」や「仕業」を改正単位で束ねるダイヤのバー
ジョン（適用期間、ステータス）

編成プロジェクト（ベンダーA社システム）、世代マスタ（ベンダーB社システム）、改正日マ
スタ（ベンダーC社システム）

M17-ENTITY-
212

便  
系統における具体的な運行スケジュールの名称や始発・
終着時刻などの情報

ダイヤデータ（ベンダーA社システム）、ダイヤマスタ（ベンダーB社システム）、線引（便）（ベ
ンダーC社システム）

M17-ENTITY-
213

回送系統
回送運行や便乗回送の起点・終点場所や所要時間など
の情報を管理

回送区間（ベンダーA社システム）、回送業務（ベンダーC社システム）、回送系統情報（ベン
ダーI社システム）

M17-ENTITY-
214

仕業グループ
曜日や特定の条件・期間などの運行条件で仕業をまと
めるグループ

営業所サークル（ベンダーA社システム）、勤務グループマスタ（ベンダーB社システム）、
ローテーショングループマスタ（ベンダーC社システム）、グループマスタ（ベンダーD社シ
ステム）

「2. 運行計画管理」の差分調査結果（1/2)
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調査結果：標準システム仕様調査 | 詳細（9/9）

標準システムアーキテクチャの調査

現行システムとの差分調査結果

• 前ページに示した差分の具体例として、「2.運行計画管理」において整合分析した結果を示す。

ID 名称 管理する情報 現行システムにおいて対応するデータモデル

M17-ENTITY-
215

仕業
特定の運転手または車両の1日の勤務パターン（棒ダイ
ヤ）の基本情報

仕業データ（ベンダーA社システム）、ダイヤマスタ（ベンダーB社システム）、仕業マスタ（ベ
ンダーC社システム）

M17-ENTITY-
216

仕業構成
仕業を構成する便（実車・回送）やその他の構成要素（付
帯労働や休憩時間など）の順序や所要予定時間などの
情報

仕業ダイヤデータ（ベンダーA社システム）、ダイヤマスタ明細（ベンダーB社システム）、仕
業編成・棒（業務/実車）（ベンダーC社システム）

M17-ENTITY-
217

仕業構成要素
仕業を構成する便やその他の付帯労働の要素を管理す
るマスタ

仕業ダイヤ設定区分・ダイヤ待機データ（ベンダーA社システム）、ダイヤマスタ（ベンダーB
社システム）、非乗務業務・定義労働条件（ベンダーC社システム）

M17-ENTITY-
218

運行経路
標柱（停留所）間の距離、幅員、勾配、高さや重量の制約
など物理的な走行ルート情報

区間（ベンダーA社システム）、系統データ（ベンダーC社システム）、経路部品情報（ベン
ダーI社システム）

M17-ENTITY-
219

運行経路構成
リンク

運行経路を構成する、地理情報システム上のリンク（ノー
ドを繋ぐ経路）の順序付きリスト

対応なし

「2. 運行計画管理」の差分調査結果（２/2)
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標準化結果（1/3）

標準化結果| 標準業務仕様調査

現行仕様調査で明らかとなった標準化に向けた課題に対して、以下の対応を行うことで標

準業務仕様を策定した。

• 課題：細かな業務手順の差異がある

- 各業務の手順パターンを並列に記載し、条件分岐によって複数パターンを網羅した「標

準業務フロー」として整理した。

• 課題：業務によってシステム対応 or 人力対応の差異がある

- 技術的にシステム化が可能な業務はシステム対応を前提として整理した。

• 課題：業務担当者に差異がある

- 具体部署・役職等を特定せず、「（業務名）担当者」と役割ベースで定義した上で「業務一

覧」、「業務フロー」として整理した。

• 課題：類似の意味を持つ用語の差異がある

- 標準業務モデルで使用する用語は一意に定義づけたうえで、バス事業者間で混在する

用語は同義語として「用語集」に整理した。

現状の業務差異を整理して「標準業務モデル」を策定し、

それに基づき業務機能とデータを分離した「標準システム仕様」を策定した

※詳細についてはバス業務標準仕様書を参照

https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/012/

仕様書の構成 • ガイダンス
• 業務一覧
• 業務フロー

• 機能一覧
• 論理構成図
• インフラ構成図

• API定義
• ERD
• テーブル定義

標準業務モデルにて整理されたバス業務で発生するデータを集約し、管理する統合DB基

盤を中心として、業務機能とデータを分離した疎結合なアーキテクチャを目指し標準化を進

めた。

標準システム仕様の策定

• 標準業務モデルで策定した約５００の業務要素作業（FL6）のProcessおよび

Input/Outputを解析し、標準業務モデルに最適化したデータモデルの構築を進めた。

システム構成は、業務の関連性やデータ発生源を考慮し、一貫した一連の業務の機能が同

じサービスにまとまるように定義した。

現行との差分比較

• 現行システムで調査したデータモデル結果と標準データモデルを比較し、標準データモデ

ルのうち86%が現行システムのエンティティ定義に含まれると確認した。

標準化結果| 標準システム仕様調査

https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/012/
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標準化結果（2/3）

FL3～6の階層で作成し、SIPOCの

フレームワークに基づいて整理したもの

機能一覧業務フロー 業務一覧

FL4～6の階層で作成しており、

業務の並び順や分岐条件をフロー図形式で

表現したもの

業務全体を「業務機能（FL3）」から具体的な

「要素作業（FL6）」へと段階的に分解し、

業務要件に従ってシステム化する際の

機能要件を定義したもの

標準システムアーキテクチャの階層構造を

示したもの

API定義インフラ構成図論理構成図

路線バス事業のフロント業務サブシステムの

クラウド構成の実装例を可視化したもの

路線バス事業のフロント業務サブシステムと

統合DB間のデータ・IF定義を記述したもの
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標準化結果（3/3）

標準データモデルをリレーショナルデータベース

として定義する場合の、

データの構造と関係性を図示する設計図

テーブル定義ERD

ERDで定義されたデータを実際のデータベース

に落とし込むための仕様

業務担当者やシステム機能間でやり取りされる

データの流れを可視化したデータフロー図

DFD
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第3章 開発システム

本プロジェクトでは、策定したバス業務標準仕様書の有用性を検証するため、実証環境として「バス統合データベースシステム」を構築した。本システムは、標

準仕様準拠データを一元管理・活用できるクラウド基盤であり、AWSのマネージドサービスを活用して開発した。既存基幹システムのデータを標準仕様へ変

換し、Amazon Auroraで統合管理するとともに、Amazon QuickSightによる分析ダッシュボードを実装した。これにより、業務効率化やデータ統合の

容易性、データ駆動型の経営戦略策定への効果を検証し、標準仕様が目指す「データ利活用促進」と「システムコスト低減」の技術的有効性を確認した。
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システム概要

システム概要 システムイメージ

開発スコープ

バス業界のシステム投資の非効率性やデータのサイロ化を打破するため、業界共通
の基盤となる「標準業務仕様」および「標準システム仕様」を定義し、その有用性を
実証する「バス統合データベースシステム（統合DB）」を開発した。
本システムは、全国の事業者が個別に保有する運行実績や乗降データ等を、共通の
「標準IF」に基づき統合・構造化して蓄積する。蓄積データに高度な分析機能と生成
AI技術を融合させ、従来の定型業務をデータ駆動型の意思決定プロセスへと変革
し、業界全体の生産性向上と投資余力の創出を目指す。主な機能は以下の通りで
ある。
標準データの収集・統合：運行実績や車両・乗務員データを収集し、標準データモデ
ルへ変換・一元管理することで広域かつ多角的なデータ活用を可能にする。
分析ダッシュボード：データを任意の切り口で集計・可視化し、「運行系統別輸送実
績報告書」の作成自動化や、経営判断に直結するインサイトの迅速な獲得を実現す
る。
AIアシスタント：生成AIによる自然言語解析を通じ、専門知識がなくとも対話形式
でデータ抽出や複雑な分析、根拠に基づく改善策の提示を可能にする。

実現方法

本システムは、Amazon RDSを用いた統合DBを中核に構築した。各事業者が異
なるシステムで個別管理している「サイロ化」されたデータに対し、標準仕様のデー
タモデルへの変換処理を実装することで、一元的な管理と多角的な利活用を実現
する。
集計・可視化基盤にはAmazon QuickSightを活用した。統合DBから根拠デー
タを自動抽出し、指定様式に準拠した形式で出力・表示する機能を備えることで、
手作業によるデータ加工工数を大幅に削減し、数値の妥当性向上を同時に達成す
る設計とした。
また、最新の生成AI（Amazon Q）を導入し、自然言語による対話形式でデータの
抽出や複雑な分析を可能にした。AIが統合DB内の利用率や収益データをリアルタ
イムで解析し、具体的な改善策を根拠数値と共に提示することで、現場担当者が高
度なデータサイエンスの恩恵を享受し、地域の実情に即した最適な運行計画の立案
やサービス改善を実施できる環境を実現する。

法定報告の自動集計等による業務効率化を目的に、データを管理する統合DBと

BI、生成AIでの分析機能を備えた「バス統合データベースシステム」を構築した

分析ダッシュボード 分析（詳細画面） ※ダッシュボード

分析ダッシュボード 分析（詳細画面） ※表形式表示
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業務フロー

システム

バス事業者

外部サービス

提供者

国

事業者横断で

データを分析

業務データを標準準拠

システムに蓄積

標準データを

手動アップロード

類似・近隣の事業者の

データを分析

政策立案

バス事業者の

データを確認
新規サービス企画

サービス改善

統合DB

バス事業者横断のデータ分析の標準業務フロー

標準データ

標準準拠システム未導
入の場合は手動登録

標準準拠システム導入済みの
場合は自動連携標準準拠システム バス統合

データベース

従来の「紙媒体・個別フォーマット」による業務から、

標準仕様に基づいたデジタル完結型のフローへ移行可能となる
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ID 機能名 機能説明

FN001 分析ダッシュボード
各システムより取得した標準データに対して、利用者が
Amazon QuickSight上で指定したカスタムクエリに
基づいて加工・集計

FN002 生成AIアシスタント
各システムより取得した標準データに対して、利用者が
自然言語で質問を入力し可視化

システムアーキテクチャ

システムアーキテクチャ図 システム機能一覧

【CO001】
Amazon RDS

凡例

データ
開発した
ソフトウェア

既存の
ソフトウェア

開発した機能既存機能 データベース
ファイル
ストレージ

ダイヤ編成システムから取得

路線

系統

便

運行管理システムから取得

運行実績

売上管理システムから取得

一件明細

人事・労務管理システムから取得

乗務員

車両管理システムから取得

車両

【CO002】
Amazon

QuickSight

【FN001】
分析ダッシュボード

※事業者から収集した本番相当データを
標準仕様準拠のCSV等に手動変換し、
データベースへ格納する。

※データベースに格納
したデータをカスタム
クエリで抽出・可視化
する。

統合DB

【CO003】
Amazon Q

【FN002】
生成AIアシスタント

※ダッシュボード上のデータについて、
自然言語による問い合わせを受けて
分析・結果を返却する。

既存の各基幹システム（ダイヤ、運行、売上等）からデータを収集し、AWSクラウド

上で処理・提供するアーキテクチャを採用・サービスを利用し開発した
※詳細については（付録）バス業務統合データベースシステム システム設計書を参照

https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/019/

https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/019/
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システムアーキテクチャ

検証用データ テーブル一覧

標準データモデルに準拠したマスタデータおよび実績データを作成し、

統合DBへ検証用のデータ登録を行った

データ ID 名称 説明

実績データ

M17-ENTITY-801 実行運行実績
当日運行された便ごとの走行実績（実時間、
実距離、遅延等）

M17-ENTITY-802
実行運行実績
明細

運行された便において経由した停留所ごと
の乗降客数や通過時刻の実績

M17-ENTITY-８03 乗降明細実績
ICカード利用明細等の乗降実績データを保
持

M17-ENTITY-８04
便別乗降実績
集計

乗降明細実績を「便×乗車停留所×降車停留
所」の単位で運行日ごとに集計したODデー
タ

マスタデータ

M17-ENTITY-１０２ 営業所 事業者が保有する営業所の情報

M17-ENTITY-20１ 停留所 バスの停留所の位置情報や名称

M17-ENTITY-20２ 標柱
停留所に設置される具体的な「のりば」（ポー
ル）の情報

M17-ENTITY-20３ 路線 営業所が管轄する路線の基本情報

M17-ENTITY-20４ 系統
路線を構成する具体的な運行系統（往路・復
路、経由違い、途中止まり等を区別する経路
の単位）

M17-ENTITY-2０５ 系統停留所
系統が経由する停留所の順序、距離、所要時
間

M17-ENTITY-2０６ 基準区間時分

区間（系統における指定の停留所と次の停留
所までの経路）における曜日や特定の条件・
期間などの運行条件と時間帯毎の標準走行
時間を管理するマスタ

M17-ENTITY-2０９ 運行日区分
平日、土日、祝日、特別ダイヤなどのダイヤパ
ターンを管理

M17-ENTITY-21０
運行時間帯区
分

朝ラッシュ、日中、夕ラッシュ、夜間・深夜帯な
どの時間帯区分を管理

M17-ENTITY-21２ 便 系統における具体的な運行スケジュール

M17-ENTITY-３０７ 運賃三角表
系統ごとの乗車・降車停留所の組み合わせに
よる運賃額を管理

M17-ENTITY-５０１ 車両 車両の基本情報を管理

営業所
                

  
                

 統  所
                

  所
                

標 
                

 統
                

車両
                

基準   分
                

 
                

運行日 分
                

運行    分
                

実行運行実績明細
                

マスタデータ

乗 明細実績
                

 別乗 実績集計
                

実績データ

実行運行実績
                

運    
                

テーブル データ件数 備考

営業所 5 -

路線 10 -

系統 20 1路線あたり２系統（往復）

停留所 50 -

系統停留所 約４００ 系統ごとに10～３０

便 ３,０００ 20系統 × (平日100便 + 土日祝50便)

実行運行実績 約１２,０００
便単位の走行実績（実時間、実距離、遅延等）
1ヶ月（30日）×20系統×２０便

乗降明細実績 約１２０,０００ 決済単位の乗降実績データ（一件明細）

便別乗降実績集計 約１２０,０００ 「便×乗車停留所×降車停留所」の単位で運行日ごとに集計したODデータ
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https://aws.amazon.com/jp/rds/aurora/

• PostgreSQL、MySQL、DSQL のための比類ない高パ

フォーマンスと可用性をグローバル規模で実現

https://aws.amazon.com/jp/quicksight/

• 大規模な統合ビジネスインテリジェンス

Amazon Aurora

Amazon QuickSight

PaaS

SaaS

利用技術スタック

利用した技術スタック

https://aws.amazon.com/jp/q/

• ソフトウェア開発を加速し、企業の内部データを活用するため

の、生成 AI を活用した極めて有能なアシスタント

Amazon Q SaaS

クラウド

サービス
凡例

クラウド・AWSの技術スタックのみを利用したサービスを採用した

https://aws.amazon.com/jp/rds/aurora/
https://aws.amazon.com/jp/quicksight/
https://aws.amazon.com/jp/q/
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UI/UX（1/2）

UI/UXフロー

トップページ データセット（一覧画面） データセット（編集画面）

分析（一覧画面） 分析（詳細画面）

Amazon QuickSightのネイティブ機能を活用し、標準データセットの編集か

ら分析・可視化までをシームレスに行う直感的な操作フローとした
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ログイン画面 トップページ データセット（一覧画面）

データセット（編集画面） 分析（一覧画面） 分析（詳細画面）

UI/UX（2/2）

主に利用される画面のイメージ

統合DBのデータをAmazon QuickSightで可視化し、カスタムクエリを用い

た柔軟なデータ集計・分析を直感的に行えるシステム構成とした

• システム利用を開始するための認証画面。 • Amazon QuickSightのポータル画面であ

り、各機能への入り口となる。

• 取り込まれているデータセットを一覧形式で管

理・確認する画面。

• 統合DBから取得したデータを分析しやすい

形式に加工する画面。

• 運行実績、乗降明細、各種マスタデータをカス

タムクエリを用いて結合し、計算された列の追

加、データ型変更、列の名前変更・選択が可能。

• 作成済みの分析プロジェクト（可視化の作業環

境）を管理する画面。

• 保存された分析（例：輸送実績統計集、マスタ

データ分析など）を選択して開き、「分析の作

成」から新しいビジュアル作成を開始する。

• グラフや表を作成し、実際にデータの可視化・

分析を行うメイン画面。

• 任意のフィールド（事業者名称、運行回数、走

行距離など）を選択し、テーブルやグラフ等の

ビジュアルタイプに配置する。
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第4章 実証実験

策定したバス業務標準仕様書および標準IFの有用性を定量的に検証するため、4つの価値観点から仮説を設定し、多角的な検証を実施した。本実証は、標

準仕様の普及が業務効率化やシステムコスト低減をもたらし、データ連携の統一を通じてイノベーション創出を促進するとの仮説に基づき、ビジネス・ユー

ザー・公共・技術の観点でKPIを設定した。標準仕様調査、業務分析ダッシュボードによる技術実証、ステークホルダーへのヒアリング、勉強会を通じた協議

を実施し、コスト削減効果や合意形成度（8割以上のベンダーの同意）を測定することで、標準仕様の実効性を評価した。
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ビジネス価値

• 標準業務仕様を活用することでシステム関連コスト（導入・連携）が削減される。
• 統合DB/ERP導入によりシステム導入コストが削減される。
• データに基づいた経営判断による新たな事業機会の創出効果が期待される。

公共価値

• 業務の標準化が進むことで、既存ベンダーも含めたソリューション企業が新し

いサービスやプロダクトを提供しやすくなる。

ユーザー価値

• 業務の標準化や統合DBによるデータの一元管理により、データ集計などの負
荷の高い作業の工数が低減され業務が効率化される。

技術価値

• 統合DBによるデータの一元管理によってデータのサイロ化と複数のシステム

や紙からの集計・転記・突合作業から解消され、業務コスト削減とデータ駆動

型の新たなソリューションの創出につながる。

• バス業務標準仕様書の普及により、業界の標準的な業務仕様が明文化され 、
バス事業者の業務効率化やシステムの導入・リプレイスにかかるコストの低減
を実現する。
• 標準仕様に基づくデータの相互運用性が確保されることで、事業者間での「業
務の共同化・協業化」を促進する。
• 統合DBによるデータの一元管理により、データ利活用の促進や新たなイノ
ベーション創出効果を生み出す。

検証仮説

プロジェクト全体の仮説

観点ごとの仮説

技術実証結果説明会：事務局の説明の様子

バス業務標準仕様書の有用性を定量的に検証するため、ビジネス価値、ユーザー

価値、公共価値、技術価値の4つの価値観点から仮説を設定する

技術実証結果説明会：事務局によるデモ実演の様子
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実証実験の全体像

実証メニュー一覧

勉強会:事務局と参加者の意見交換の様子

ヒアリング調査：視察先の関東自動車宇都宮営業所にて

実データや業務フローを確認しながらヒアリング調査を進める様子

実証メニュー 実施事項 被験者

勉強会
バス業務標準仕様書の策定、有用性検証を目的
とした技術実証調査やステークホルダーへのヒア
リングを実施する。

バス協会、バス事
業者、ベンダー

机上検証：
策定したデータモ
デルの有用性検証

標準IF準拠の業務分析ダッシュボードを用いた、
デモンストレーションおよびヒアリングを行う。

バス協会、バス事
業者、ベンダー

ヒアリング調査：
標準業務仕様、標
準システムアーキ
テクチャの有用性
検証

バス業務標準仕様書の有用性に関するアンケート
およびヒアリング調査を行う。

バス協会、バス事
業者、ベンダー

策定した標準仕様の有用性を検証するため、仕様調査、技術実証（机上検証）、お

よび広範なステークホルダーへのヒアリングを主要な実証メニューとする

机上検証：策定したデータモデルの有用性検証

各サブシステム（運行計画・商品計画など）のデータ

を標準データ仕様に変換し、統合DBに集約・一元管

理する環境を構築する。

構築した統合DBを用いて、「第2号様式 運行系統別

輸送実績報告書」の必要項目が自動抽出できるかを

検証する。

抽出・算出された数値を既存の算出指標と比較照合

し、集計ロジックの正確性および妥当性を確認する。

業者向けに説明会を実施し、データ抽出の自動化に

よる業務工数削減効果を提示した上で、アンケート

を通じて参加者からの評価を収集する。
バス事業

者 担当者

統合DB

データの参照

運行計画管理
サブシステム

商品計画管理
サブシステム

他領域
サブシステム

一元管理
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KPI

検証仮説・検証項目・KPI

観点 検証仮説 検証項目 KPI

ビジネス価値

標準業務仕様を活用することでシステム関連コスト（導
入・連携）が削減される。

システム導入・リプレイス、データ連携におけるコスト要
素は何で、標準仕様書の存在によりそのコストはどの程
度低減されるか。

システム開発・導入コスト削減効果に対するバス事業者
またはベンダーの期待

統合DB/ERP導入によりシステム導入コストが削減さ
れる。

統合DBを利用したERP導入により複数事業者での共
通利用によりシステム導入コストはどの程度低減される
か。

導入コスト削減効果に対するバス事業者またはベン
ダーの期待

データに基づいた経営判断による新たな事業機会の創
出効果が期待される。

経営層が、データに基づいた経営判断による新たな事
業機会の創出に繋がるか。

有用性検証（ヒアリング）における、8割以上のベンダー
の同意

公共価値

業務の標準化が進むことで、既存ベンダーも含めたソ

リューション企業が新しいサービスやプロダクトを提供

しやすくなる。

バス業務標準仕様書の存在により、標準業務を採用し
た事業者におけるシステムの開発・導入コストが明瞭化
されるか。

有用性検証（ヒアリング）における、8割以上のベンダー
の同意

ユーザー価値
業務の標準化や統合DBによるデータの一元管理によ
り、データ集計などの負荷の高い作業の工数が低減さ
れ業務が効率化される。

バス業務標準仕様書の存在により、工数が低減される
業務は何で、各業務における工数や所要時間はどの程
度低減されるか。

業務工数の削減率：2割削減

技術価値

統合DBによるデータの一元管理によってデータのサイ

ロ化と複数のシステムや紙からの集計・転記・突合作業

から解消され、業務コスト削減とデータ駆動型の新たな

ソリューションの創出につながる。

標準データモデル準拠のマスタ・データを統合DBで一
元管理し、そのデータを集計し、複雑な作業が必要な輸
送実績報告書の作成業務工数が削減されるか。

データ集計工数の削減率：8割削減

設定した検証仮説の実現度を測るため、4つの価値観点（ビジネス、ユーザー、公

共、技術）ごとに、コスト削減率や合意率などの具体的なKPIを設定する
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第2回勉強会

事務局による標準仕様説明の様子

第2回勉強会

参加者と事務局の意見交換の様子

第2回勉強会

バス事業者との意見交換の様子

第1回勉強会

全体の様子

第1回勉強会

バス事業者との意見交換の様子

第1回勉強会

内山統括によるプロジェクト説明の様子

16:916:9

16:916:916:9

16:9

実証実験の様子（1/3）

勉強会・ヒアリング
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第4回勉強会

全体の様子

第4回勉強会

事務局の挨拶の様子

第4回勉強会

事務局と参加者の意見交換の様子

第3回勉強会

全体の様子

第3回勉強会

バス協会竹中氏との意見交換の様子

第3回勉強会

参加者同士の交流の様子

16:916:9

16:916:916:9

実証実験の様子（2/3）

勉強会ヒアリング・机上実証
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神姫バス業務視察の様子 関東自動車業務視察の様子 関東自動車業務視察の様子

伊予鉄バス業務視察の様子 伊予鉄バス業務視察の様子 神姫バス業務視察の様子

16:916:9

16:916:916:9

実証実験の様子（3/3）

ヒアリング実証
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実証実験の結果｜ビジネス価値：サマリー

得られた示唆

結果のまとめ

検証仮説

• システム関連コスト（導入・連携）が削減される。

• 統合DB/ERP導入によりシステム導入コストが削減される。

• データ入力・分析工数の削減が実現される。

検証結果

多くのバス事業者やベンダーより標準業務仕様の活用によってシステム導入・リ
プレイス時の要件定義や設計の工数低減などシステム関連コストの削減効果へ
の期待を示す回答が得られた。また、統合DBを活用したERPの導入によって業
務の属人化の解消やより高度なデータ分析に対する期待が寄せられた。

パッケージの強みの最大化によるコスト構造の適正化

• 現在は標準IFが存在しないため、システム導入時に他システムとの連携のた
めに開発が発生し導入金額が高額になっているが、標準化データモデルに対
応したシステムをパッケージとして展開することで、事業者にも受け入れやす
い状況となる。これにより、個社ごとの個別最適から脱却し、コスト構造の適
正化に向けた確かな足掛かりを得ることに成功した。

標準業務仕様の活用により業務の効率化、コスト削減、属人化の解消に繋がると

バス事業者・ベンダーから確かな合意を獲得した。

100%期待できる

はい いいえ

「バス業務標準仕様の活用によるシステム導入・開発コストの低減への期待」に
関するアンケート結果（N=１６）
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KPI詳細

実証実験の結果｜ビジネス価値：詳細（1/2)

検証方法

KPI 定義 目標設定根拠

システム導入コスト削減効果に
対するバス事業者またはベン
ダーの期待

コスト削減可能である
と期待を示した意見の
割合

業務とシステムの標準化により要件定義や
設計の工数削減や各社の課題となってい
る個別カスタマイズやデータ連携のコスト
が削減できるという仮説の妥当性を検証
するため

導入コスト削減効果に対するバ
ス事業者またはベンダーの期待

コスト削減可能である
と期待を示した意見の
割合

データの標準化と統合DBの活用により、
事業者ごとの個別開発が不要となり、共通
基盤を利用することで導入コストが低減さ
れるという仮説の妥当性を確認するため

コスト削減を前提とした標準業
務への移行に対するバス事業者
の同意割合

「可能である」と回答し
た事業者の割合

コストを低減させるためには、事業者側が
個別仕様を捨てて「標準」に運用を合わせ
る必要があるため、その受容性を確認する
ため

有用性検証（ヒアリング）におけ
る、8割以上のバス事業者の同
意

同意数 / ヒアリング対
象数 × 100

現状のデータ入力・分析工数を把握するこ
とにより、低減される業務コストが明瞭に
なることを確認するため

有用性検証（ヒアリング）におけ
る、8割以上のベンダーの同意

同意数 / ヒアリング対
象数 × 100

統合DBを活用したERP導入により、デー
タに基づいた経営判断による新たな事業
機会の創出効果を確認するため

KPIの計測方法

• バス業務標準化に向けた勉強会を計4回開催し、仕様書（案）の共有や議論を

通じて理解を醸成した上で、アンケートによる有用性検証を行った。勉強会間

に３回の意見収集や個別ヒアリングを複数バス事業者・ベンダーへ行った。

• 本検証には、バス協会・バス事業者１０社と、ベンダー１１社が参加した。

• バス事業者は日々の運行実務や管理業務に精通しており、ベンダーは既存シ

ステムの仕様や導入要件を熟知しているため、本検証の対象として適切と判

断した。

• そのうえで、勉強会での議論を踏まえたアンケート調査を実施した。

設問 質問項目

1
標準業務仕様の活用によってシステムの導入・開発コストに対してどのような効果
が期待できると思いますか。

２ 統合DB/ERPの活用・導入によってどのような効果が期待できると思いますか。
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開発・導入コスト削減効果

標準業務仕様によるシステム開発・導入コスト削減効果に関するアンケート結果

• 多くのバス事業者やベンダーより、標準業務仕様を活用したシステム開発・導

入コストの削減に対する期待を示す回答が得られた。

• バス事業者の回答者からは、「システムの共通化による導入・運用コストの低

減」や「個別カスタマイズと比較したコスト低減」、「システム連携コストや情報管

理の負荷の低減」に対する期待などの意見が寄せられた。

• ベンダーの回答者からは「要件定義・設計の効率化」や「個別カスタマイズ削減

や保守コスト低下」、「データ連携に関する開発コストの低減」に対する期待な

どの意見が寄せられた。

• 一方で、既存のシステムから標準業務仕様に準拠した業務やシステムへ移行す

るための初期投資や開発・移行コストに対する懸念の意見もあった。

実証実験の結果｜ビジネス価値：詳細（2/2)

「要件定義・設計の効率化」を期待する回答

標準業務仕様の採用により、要件定義や設計工程での齟齬がなく

なり、工程そのものが短縮されるため、工数の大幅減による開発コ

スト削減に寄与すると考えております。

ベンダーA社

「個別カスタマイズ削減と保守コスト低下」を期待する回答

「データ連携に関する開発コストの軽減」を期待する回答

統合DBの活用・導入による効果に関するアンケート結果

• 統合DBの活用・導入による効果として、バス事業者からは「属人化の解消」に

対する期待が大きく、「システム化による業務効率化」や「コスト削減」 などに

も期待がされています。ベンダーからは「データ分析」に対する効果を最も期

待されていることが明らかとなった。

• 「期待できることはない」という回答はなく、全てのバス事業者やベンダーが統

合DBの活用に対する何らかの効果を期待していることが分かった。

事業者が同じ設計思想のシステムを利用することで、一点物のカス

タマイズを減らすことができ、導入工数の削減だけでなく、保守管

理の維持コストも削減できると期待しています。

ベンダーB社

標準業務仕様に準拠した共通システムの利用により、システムの導

入費用や利用料の削減が期待できる。

バス事業者A社

標準業務仕様に準拠した汎用的なERP等を採用することで、従来

の個別カスタマイズと比較してコストが大幅（2割以上）に抑制され

ると考えております。

バス事業者B社

データの手入力などにおける人的リスクを排除でき、情報収集の

手間やシステム連携コストが低減できる。また、外部サービスへの

情報提供が容易になることが期待される。

バス事業者C社

「システムの共通化による導入・運用コストの低減」を期待する回答

「個別カスタマイズと比較したコスト低減」を期待する回答

「システム連携コストや情報管理の負荷の低減」を期待する回答

開発・導入コスト削減効果

「統合DBの活用・導入効果に期待」に関するアンケート結果（N＝１６）

2

2

1

4

1

2

4

①システム化による業務効率化

②サービス品質の向上

③収益増大

④コスト削減

⑤データ分析

⑥安全管理の向上

⑦属人化の解消

⑧法令遵守の強化

⑨ガバナンスの強化

⑩期待できることはない

ベンダーバス事業者
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実証実験の結果｜公共価値：サマリー

得られた示唆

結果のまとめ

検証仮説

• 業務の標準化が進むことで、既存ベンダーも含めたソリューション企業が新し

いサービスやプロダクトを提供しやすくなる。

検証結果

• 事業機会の創出・市場形成の促進

- 統合DBや標準IFの導入によってデータ連携が容易になり、複数のバス事

業者間での共通分析ができるようになることが、新たなサービスやソリュー

ションの創出に繋がるとして、ベンダーから肯定的な評価を得た。

イノベーションへの投資余力創出と付加価値の提供

• 標準化が進み「当たり前」が増えることで、ベンダーは個別カスタマイズ対応

から解放され、より本質的なサービス向上や新機能の開発にリソースを振り

向けることが可能になる。また、統合DBによるデータの一元管理により、

データに基づいた経営判断や新たなソリューションを創出する原動力となる

ことが期待される。

業務の標準化やシステムの共通化により事業者 の連携やデータ利活用が
可能になり業界の活性化に繋がるという期待に対して合意が得られた。

事業者経営層は標準機能で導入できるとご判断いただいたが、現

場サイドとのお打ち合わせを進める中で、どうしても埋められな

い部分が発生した。

ベンダーA社

「個別のカスタマイズ開発・改修においてどのような課題意識を持っているか」
に関するアンケート結果（N=9）

100%カスタマイズ

バス事業者向け「個別カスタマイズ開発・改修システムの有無」に関するアンケート結果（N=9）

あり なし

ベンダー向け「固有の業務フローやルールに合わせた個別開発・改修システムの提供有無」
に関するアンケート結果（N=8）

86% 14%カスタマイズ

11%

22%

22%

33%

22%

56%

33%

22%

56%

22%

改修

属人化

ランニングコスト

課題なし 許容範囲 懸念あり 要改善 重大な課題 致命的課題
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設問 質問項目

1 現在導入・運用しているシステムで個別開発・改修しているシステムはありますか。 

2
バス事業者固有の業務フローやルールに合わせた個別開発・改修し提供しているシ
ステムはありますか。

 個別の開発・改修における課題にどの程度課題意識を持っていますか。

4
業務標準化よって新たなサービス・ソリューションの創出に繋がることが期待できま
すか。

KPI詳細

実証実験の結果｜公共価値：詳細（1/２)

検証方法

KPI 定義 目標設定根拠

有用性検証(ヒアリング)にお
ける、8割以上のベンダーの
同意

ベンダーからの同意
割合

標準仕様書によってシステムコストが
明瞭になることを、ベンダーの立場か
ら確認いただくため。

KPIの計測方法

• バス業務標準化に向けた勉強会を計4回開催し、標準業務仕様の共有や議論

を通じて理解を醸成した上で、アンケートによる有用性検証を行った。勉強会

間計３回の意見収集や個別ヒアリングを複数バス事業者・ベンダーへ行った。

• 本検証には、バス協会・バス事業者１０社と、ベンダー１１社が参加した。

• バス事業者は日々の運行実務や管理業務に精通しており、ベンダーは既存シ

ステムの仕様や導入要件を熟知しているため、本検証の対象として適切と判

断した。

• そのうえで、勉強会での議論を踏まえたアンケート調査を実施した。

個別カスタマイズ開発に対する課題認識

個別カスタマイズ実態のアンケート結果

• 調査対象の全てのバス事業者が、独自の業務フローやルールに合わせた個別

カスタマイズを行っており、ベンダーの8割以上もそれに応じたシステムを提

供していることが明らかとなった。また、こうした現状においてシステム改修が

重大な課題であるという意見が多く見られた。

「個別のカスタマイズ開発・改修においてどのような課題意識を持っているか」
に関するアンケート結果（N=9）

100%カスタマイズ

バス事業者向け「個別カスタマイズ開発・改修システムの有無」に関するアンケート結果（N=9）

あり なし

ベンダー向け「固有の業務フローやルールに合わせた個別開発・改修システムの提供有無」
に関するアンケート結果（N=8）

86% 14%カスタマイズ

11%

22%

22%

33%

22%

56%

33%

22%

56%

22%

改修

属人化

ランニングコスト

課題なし 許容範囲 懸念あり 要改善 重大な課題 致命的課題
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実証実験の結果｜ユーザー価値：サマリー

得られた示唆

結果のまとめ

検証仮説

• 業務の標準化や統合DBによるデータの一元管理により、データ集計などの

負荷の高い作業の工数が低減され業務が効率化される。

検証結果

• 技術実証によって特に負荷の高いデータの集計や報告書作成の業務負荷が

軽減されることが検証され、その効果についても期待できるという意見が多

く寄せられる結果となった。

• また、システム導入コストやランニングコストの低減が見込める場合、多くの

事業者が標準仕様に合わせた「業務側の変更」に対して前向きな意向を示し

ており、標準業務モデル導入に関する調査の結果、ほぼ全ての領域で現行の

業務フローとの適合が可能であることが明らかとなった。

• 一方で、独自ルールを維持せざるを得ない固有事情や、移行期における一時

的な生産性低下への懸念も顕在化しており、社会実装に向けた課題が明確と

なった。

標準仕様採用による定性的メリットの認識

コスト削減という直接的な効果以外に、統合DBや標準IFをベースにしたシステ

ムを採用することに対し、事業者は以下の点に大きなメリットを感じている。

• データの一元管理と活用

統合DBの活用により、データ入力・分析工数が削減され、経営層がデータに

基づいた迅速な意思決定を行える環境が整備される。

• 業務の高度化

従来の「勘と経験」に頼った路線企画から、客観的なエビデンスに基づく合理

的な路線企画・ダイヤ編成への転換が可能となる。

• 情報の透明性

標準業務の採用により、自社の業務プロセスが客観的に評価可能となり、他

事業者とのベンチマークやベストプラクティスの共有が容易になる点も期待

されている。

ベンダーの参入障壁低減と事業者の業務効率化を促進し、データ利活用による新
市場創出への高い期待を確認した。

「データ集計の作成業務における工数負荷について、データ集計に時間がかかる業務」
に関するアンケート結果（N=9）

33% 33% 11% 22%

①補助金申請・各種実績報告

②実績管理（データ集計・加工）

③特段の負担なし

④回答不可・未回答

6%94%現行業務の継続可否

はい いいえ

「標準業務モデル適用時における領域別現行業務の継続可否」に関するアンケート結果
（N=9）
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設問 質問項目

１
データ集計の作成業務における工数負荷について、データ集計に時間がかかる業務
はありますか。

２
データ集計における業務コストの削減効果に期待できますか。またその理由も教え
てください。

3
標準業務モデル導入後も現行の業務フローを維持できると思いますか。また標準仕
様へ合わせることが困難な場合、その主たる理由を教えてください。

KPI詳細

実証実験の結果｜ユーザー価値：詳細（1/２)

検証方法 高負荷な業務に関する調査

KPI 定義 目標設定根拠

業務工数の削減率：2割削減
アンケート回答から
削減工数2割の確証
が得られること

業務工数削減(効率の向上)効果が得
られることを確認する

データ集計に  がかかる業務に関するアンケート結果

• ヒアリングの結果、多くの事業者で公官庁や自治体向けの「補助金申請・各種

実績報告」、データの集計や加工「実績管理」業務の負担が大きいことが明らか

となった。標準仕様に準拠したシステムの導入により、特にデータの集計が容

易になることで、バス事業者の業務が大幅に効率化されることが示唆される。

KPIの計測方法

• バス業務標準化に向けた勉強会を計4回開催し、標準業務仕様書の共有や議

論を通じて理解を醸成した上で、勉強会間に３回の意見収集や個別ヒアリン

グを複数のバス事業者・ベンダーへ行った。

• 本検証には、バス協会・バス事業者１０社と、ベンダー１１社が参加した。

• バス事業者は日々の運行実務や管理業務に精通しており、ベンダーは既存シ

ステムの仕様や導入要件を熟知しているため、本検証の対象として適切と判

断した。

• そのうえで、勉強会での議論を踏まえたアンケート調査を実施した。

各担当が運行実績の集計に1か月、集計担当が各担当の入力情報

のチェックに２週間、サマリーのExcelシートへの入力に２週間、算

出結果の確認に２週間。これらを並行作業するので、２か月かかっ

ている。事業者A社

「データ集計の作成業務における工数負荷について、データ集計に時間がかかる業務」
に関するアンケート結果（N=9）

33% 33% 11% 22%

①補助金申請・各種実績報告

②実績管理（データ集計・加工）

③特段の負担なし

④回答不可・未回答
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実証実験の結果｜ユーザー価値：詳細（２/２)

現場の業務における負荷低減効果

削減効果が高い業務とデータ集計工数の負荷低減に関するアンケート結果

• ヒアリングの結果、下記「高い削減効果が期待できる」、「工数を削減できる」と

いった意見が、半数以上の事業者からあった。これは、標準仕様に準拠したシ

ステムの導入は、コスト低減と業務高度化の両面で大きな効果をもたらすため、

バス事業者の業務が大幅に効率化されることが示唆される。

標準業務モデルの導入可否

標準業務モデルの導入可否に関するアンケート結果

標準業務モデルの導入可否を調査した結果、ほぼ全ての業務領域において標準

業務モデル導入後も現行の業務フローを維持できることが分かった。しかし勤

務・配車計画作成や調整等の一部の業務においては労使・組織的な制約により

標準業務モデルに合わせることが難しいとの意見も寄せられた。

バス事業者にとっても、システム提供ベンダーにとっても、

共通化による削減効果はあると思う。

バス事業者A社

現在手作業で行っている業務などがBIツール上で簡易にかつ

高精度に実行できるのであれば、業務コスト削減に繋がる。

また、データの手入力などにおける人的ミスを排除できる。

バス事業者B社

精度の高いデータが容易に抽出できるようになり、計数管理人員

の業務をより付加価値の高いもの（サービス改善など）にし、近い

将来のデジタル変革（AX）への転換が図れればよい。

バス事業者C社

「標準業務モデル適用時における領域別現行業務の継続可否」に関するアンケート結果
（N=9）

83% 17%期待出来る

はい いいえ

「データ集計における業務コストの削減効果」に関するアンケート結果
(N=6)

100%

78%

89%

100%

100%

78%

89%

89%

78%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

100%

89%

22%

11%

22%

11%

11%

22%

11%

①需給設計

②ダイヤ作成

③交番作成

④商品設計

⑤事業許認可

⑥勤務・配車計画作成

⑦運転手管理

⑧車両管理

⑨勤務・配車計画調整

⑩運行前社内情報処理

⑪利用者向け周知

⑫点呼

⑬運行管理

⑭車両整備

⑮運行関連情報集計

⑯運行実績管理

⑰勤務実績管理

⑱車両実績管理

⑲補助金取得

いいえはい
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検証仮説

• 統合DBによるデータの一元管理によってデータのサイロ化と複数のシステ

ムや紙からの集計・転記・突合作業から解消され、業務コスト削減とデータ駆

動型の新たなソリューションの創出につながる。

検証結果

統合DBによるデータ管理によってデータのサイロ化が解消され、バス事業者は

複数のシステムや紙からの集計・転記・突合作業から解放されることにより、業

務コスト削減とデータ駆動型の新たなソリューションの創出が可能となることが

実証された。

実証実験の結果｜技術価値：サマリー

得られた示唆

結果のまとめ

統合DBによるデータ一元管理がもたらす作業工数の削減

現在の輸送実績などの報告業務では、運行データや金庫・窓口など出所が違う収

入金データをシステムや帳票（複数のシートが存在するExcel）から担当者が収

集・整形・加工を実施するために数人月単位の作業工数が発生する。

統合DBで一元管理された運行計画管理や商品計画管理などのサブシステムから

作成されるデータ群（系統・運賃・実績データなど）を担当者は抽出するだけで必

要な各指標を確認することができ、データ作成業務を簡略化することができる。

標準データモデル準拠のマスタ・データを用いて、複雑な作業が必要な
輸送実績報告書の作成業務を簡略化することができた

第2号様式 運行系統別輸送実績報告書 年間輸送実績

通常現金運賃

営業キロ

運賃三角表イメージ
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KPI詳細

実証実験の結果｜技術価値：詳細（1/ )

検証方法

KPI 定義 目標設定根拠

データ集計工数の削減率
：8割削減

輸送実績報告書で
記載が必要とされ
る各項目に対する
抽出ロジックが正し
いことを確認する

現在の輸送実績報告業務は数人月と
なることを複数のバス事業者から確
認

KPIの計測方法

• 標準データモデルに準拠したマスタおよび実績エンティティのテーブルを作

成して検証用のデータ登録を行う。

• 運行系統別輸送実績報告書に必要なビューを実績データとマスタデータを結

合して作成する。

• Amazon QuickSightのダッシュボード上にて表示結果を確認する。

（画面は1,2秒で表示されるため、工数削減の妥当性は抽出ロジック検証で

実施）

画面イメージ

分析（詳細画面）

データセット（編集画面）
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実証実験の結果｜技術価値：詳細（2/3)

報告書データ検証結果

技術検証 - 統合DBを用いた輸送実績報告書の作成に必要なデータ出力結果について 1/2

• 標準データモデル準拠のマスタ・データを統合DBで一元管理し、そのデータを集計することにより、複雑な作業が必要であった輸送実績報告書の作成を簡略化するこ

とが可能かという仮説のもと、乗車密度などの指標を用いて算出する値が作成でき、データ作成業務を簡略化することができるという示唆を得られた。

項目 エンティティ（エンティティID） フィールド（論理名） フィールド（物理名） 抽出・集計ロジック

事業者名 事業者 (M17-ENTITY-101) 事業者名 operator_name 事業者名を出力

番号 (系統) 系統 (M17-ENTITY-204) 系統番号 line_number 系統番号を出力

起点・終点 停留所 (M17-ENTITY-201), 系統停留所 (M17-ENTITY-205) 停留所名 stop_name 系統停留所の順序(stop_sequence)が最初および最後の停留所名を取得

主な経過地 系統 (M17-ENTITY-204) 経由名 via_name 経由名を出力

キロ程 系統停留所 (M17-ENTITY-205) 区間キロ section_distance_km 対象系統の区間キロをすべて合計

高速自動車国道 (出力不可) - - 明確に高速道路を判別するフラグがないため、経路リンク等の外部地図情報から判定が必要

運賃 基準運賃規則 (M17-ENTITY-304) 基準運賃額 base_fare_amount 系統ごとの基準運賃額、または運賃三角表の最大運賃額を出力

始発・終発時刻 便 (M17-ENTITY-212) 起点出発時刻 start_time 対象系統の始発時刻と終発時刻を出力

所要時間 便 (M17-ENTITY-212) 起点出発時刻, 終点到着時刻 start_time, end_time 対象系統の各区間の走行時間と停車時間を合計し、分換算する

運行回数 実行運行実績 (M17-ENTITY-801) 運行実績ID actual_trip_id 期間内に該当系統で実績のある便の数をカウント（計画ベースであれば、便などから集計）

走行キロ（総走行距離） 実行運行実績 (M17-ENTITY-801) 実走行距離 actual_distance_km 該当系統で運行された各便の走行実績キロを合計

輸送人員(計)
乗降明細実績 (M17-ENTITY-803), 系統別売上金実績 (M17-ENTITY-
807) 

大人利用者数 等 adult_passenger_count etc.
該当系統に紐づく大人・小児等の利用者数を合計 （現金利用による利用者数は売上金より算
出）

輸送人員(定期)
乗降明細実績 (M17-ENTITY-803), 系統別売上金実績 (M17-ENTITY-
807) 

運賃商品区分 fare_product_type 運賃商品区分が定期の利用者を合計（IC定期以外の利用者数は別途集計が必要）

1人平均乗車キロ (計算処理) - - 輸送人キロ÷輸送人員（計）で算出

輸送人キロ (計算処理) - - 運送収入÷平均賃率で算出

平均乗車密度 (計算処理) - - 輸送人キロ÷走行キロで算出

運送収入（総収入額） 系統別売上金実績 (M17-ENTITY-807) 精算金額 payment_amount 該当系統に紐づく精算金額を合計

キロ当運送収入 (計算処理) - - 運送収入÷走行キロで算出

※ 各項目の値データは「系統コード」で集計（GROUP BY）して、輸送実績報告書に必要なデータは「運行年月日」を対象期間で絞り込んで取得

乗 明細実績
(M17-ENTITY-803)

 統別売上金実績
(M17-ENTITY-   )

実行運行実績
(M17-ENTITY-  1)

運行日別・便別の運行実績
（始点・終点停留所の発着時間、実走行距離、遅延時分、運休等含む運行ステータ
ス）

各項目に対する抽出ロジック

第2号様式 運行 統別輸送実績報告書 年 輸送実績

便に紐づくICカード利用明細等の乗降実績データ（精算金額、利用者数、支払い区
分）※ 現金利用による乗降実績も明細取得できるのであれば統合可能

運行日別の系統単位に集計した各決済手段（現金、IC、定期券など）ごとの売上金
額

利用するデータの概要

 別乗 実績集計
(M17-ENTITY-  4)

運行日別に便×乗車停留所×降車停留所の単位で乗降人数を集計したODデータ

技術価値：詳細（ / )
にて詳細説明
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実証実験の結果｜技術価値：詳細（ / )

報告書データ検証結果

技術検証 - 統合DBを用いた輸送実績報告書の作成に必要なデータ出力結果について ２/2

• 輸送実績報告書に必要な項目の輸送人キロ（③）や平均乗車密度（⑤）は事業者において以下のようなロジックで算出されており、統合DBにおけるマスタおよびデータ

等を組み合わせることで出力できることを検証した。

 統別売上金実績
(M17-ENTITY-   )

実行運行実績
(M17-ENTITY-  1)

運行日別・便別の運行実績
（始点・終点停留所の発着時間、実走行距離、遅延時分、
運休等含む運行ステータス）

運行日別の系統別単位に集計した各決済手段（現金、
IC、定期券など）ごとの売上金額

利用するデータの概要

総収入額 （円）

平均 率 （円/人・km）

輸送人キロ

（人・km）

収入金額ベースの「平均乗車密度」の計算ロジック

=

通常現金運 

営業キロ

=

輸送人キロ （人・km）

総走行距離 （km）

総走行距離

（km）

=

実行運行実績 (M17-ENTITY-801) 

Σ （実走行距離: actual_distance_km）

平均乗車密度

（人）

対象 統および対象期 の総和

運    イメージ

=

 統別売上金実績 (M17-ENTITY-807) 

（確定現金売上: confirmed_cash_amount

 ＋確定IC売上: confirmed_ic_amount

 + 確定特殊券売上: confirmed_special_ticket_amount

 + 確定定期券売上: confirmed_commuter_pass_amount）

総収入額

（円）

Σ
対象期 の総和

1

=

運     (M17-ENTITY-307) 

（通常現金運 : normal_cash_fare）

（営業キロ: operation_distance_km）
 界  所ペアの総和

平均 率

（円/人・km）
Σ2

3
2

1

4

5

3

4

 (M17-ENTITY-212)の 統コードで集約

運    (M17-ENTITY-   )の 統コードで集約

運    
(M17-ENTITY-307) 

系統ごとの乗車・降車停留所の組み合わせによる運賃
額を管理（通常現金運賃、通常ＩＣ運賃、営業キロ）

 統別売上金実績 (M17-ENTITY-807)の 統コードで集約



69

第5章 まとめ

個社ごとに分断された業務やシステムのサイロ化という業界課題に対し、「バス業務標準仕様書」を策定し、その有用性を検証した。技術実証およびステーク

ホルダー調査の結果、全てのKPIを達成し、標準仕様の活用により要件定義・設計工数の削減や、統合DBと分析ダッシュボードによる法定報告業務の自動

化を実証した。さらに、生成AIを活用した自然言語分析の可能性を確認し、イノベーション創出の方向性を示した。今後は制度的・技術的支援を通じて普及

を進めるとともに、本モデルを他モードへ拡張し、地域交通全体のDX基盤として発展させていく。
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標準業務モデルの作成

• 路線バス業務を業界特有のフロント業務に着目し、その中で主要な19業務を特

定、業務をFunction LayerとSIPOCの二つの手法で構造的に整理（業務一

覧と業務フロー）し、全体を鳥瞰図として俯瞰的に把握するとともに、各社で異

なる用語を用語集としてとりまとめた。

• またバス業界知見を持たない層の読者に向け、各業務を概説する業務説明資料

を準備、標準業務モデルの理解を助ける工夫をした。

標準アーキテクチャの作成

• 標準業務モデルに基づき、標準的な業務プロセスにおいてシステムを最大限活

用することを前提に、システム機能を設計（機能配置図）、業務にて流通するデー

タモデル（ＤＦＤ、ＥＲＤ）の整理、システム間でのＩＦをＡＰＩ仕様書として整理した。

• 作成されたドキュメントにより、バス事業者がシステム検討をする際の検討資料

としての活用や、ベンダーが開発時に参照可能な参考ドキュメントが準備できた。

技術実証

• 運行計画管理や商品計画管理などのサブシステムから作成されるデータ群（系

統・運賃・実績等）について、標準データ仕様に基づいたデータ変換および統合

DBへの集約・一元管理を実施した。

• 統合DBから「第2号様式 運行系統別輸送実績報告書」の必要項目を自動抽出す

る機能を検証した。既存の算出指標との比較照合を通じて、抽出・集計ロジック

の正確性を担保し、報告事務のDX化に向けた実効性を確認した。

• 従来の手作業による報告業務と比較し工数削減に向けた高い寄与度を確認した。

バス業務における標準業務モデルの提供

日本国内では路線バスの運行を担う事業者が非常に多い業界にも関わらず、バス

業界全体におけるERPのような標準業務パッケージシステムが存在していないた

め、業務の進め方が各社バラバラな状態に留まっている。また各社で独自の専門用

語や、個別のビジネスルールが存在し、システム導入やBPRに向けた業務改善検討

が遅延している。本業務において、バス事業者へのヒアリングや視察、勉強会を通

じて標準業務モデルを策定し、各社の業務整理や改善検討に向けたタタキ台として

の資料を初めて提供できた。

効果的な業務改善の実現

持続可能な公共交通の維持のため、労働生産性の改善が求められるバス事業者に

おいて、新たなシステム導入や更新検討時に、標準業務モデルを参照することで、

自社の現行業務整理、ベンダーとのコミュニケーション、システム要件整理等を効率

的に行えるだけでなく、自社のカスタマイズ要素を最小化する検討に活用すること

で、システム導入コストの低減に加え、業務改善を伴うDX推進が期待できる。

共同経営などの複数社での連携の推進

標準業務モデルをひな形とすることで、個社での業務効率化にとどまらず、複数社

で連携したシステム共同利用や共同経営等、より高度な取り組みを推進する際の、

各社の業務差分の整理、調整論点の明確化に向けた支援ツールとして活用できる。

また、統合的なシステム連携を前提とした標準アーキテクチャを参考にすることで、

労働生産性・利便性向上の実現に向け各バス事業者が整理すべきシステムアーキ

テクチャの指針となりえる。

テクノロジー活用を活性化する参入障壁の除去

バス業界の標準業務モデルが提示されたことで、業務だけでなくブラックボックス

化されているシステム構成についても新規参入ベンダー等が容易に把握すること

ができ、新たなテクノロジーの活用やイノベーションの創出が期待される。他業界に

て先行して取り組みが進むMaaSに代表されるMobility Techがバス業界に導

入されることで、業界全体の労働生産性が改善し、さらなる参入を生む正の循環の

実現の契機となりえる成果となった。

成果と課題（1/2）

得られた成果 得られたナレッジのまとめ

本プロジェクトの成果物

• バス業務標準化プロジェクト プロジェクトレポート

- https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/19_01/

• バス業務標準仕様書

- https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/012/

• バス業務統合データベースシステム 技術検証レポート

- https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/019/

（付録）バス業務統合データベースシステム システム設計書

標準仕様書の策定により、バス業界全体で参照できる初めての標準ドキュメント

が提供され、労働生産性の改善に向けた取り組みが加速する契機となった

https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/19_01/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/projectreport/19_01/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/012/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/document/012/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/019/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/tech_report/019/
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本事業が目指す標準化の取り組みは、関係するステークホルダー全体にメリットが

あるものの、”標準化”の考え方自体が理解されておらず、各ステークホルダーでの

誤解が社会実装の課題になっている。 特にバス事業者においては、長年の創意工

夫が詰まった自社業務と標準業務モデルの整合性にのみ関心が向く傾向にある。

本来、標準化の本質的価値は個社ごとの効率化に留まらず、事業者間での「業務の

共同化・協業化」を技術面から支え、経営基盤の強化に寄与することにある。この価

値への理解を醸成することが、今後の社会実装における最重要課題といえる。

“標準化”に対しての理解醸成

本業務で作成した標準業務モデルは、多くのバス事業者で実施されている共通的

な業務を整理、抽象化して整理したものであり、完全に準拠することを求めてなく、

各社におけるビジネスルールなどが異なることを前提としている。しかし標準業務

モデルが作成されたことで、各事業者では標準業務モデルに沿った形で業務変更

を求められるのではないか、といった誤解に基づく懸念が生じており、これらの誤

解を解消し、正しく成果物を認識・活用するための理解醸成が今後の課題になる。

ドキュメントの品質向上

今回初めてバス業務を網羅的に整理しゼロから作成したドキュメントのため、業務

における対象スコープが網羅的ではなく、また勉強会に参加した範囲のバス事業

者の意見反映に基づき標準業務モデルが作成された状況である。バス業務は法制

度の変更などで更新されることもあり、継続的に標準仕様を更新していくサイクル

を実施する体制構築が必要になる。

卵と鶏の構図からの脱却

バス事業者の理解醸成により標準業務モデルへの準拠が仮に進んだとしても、検

討した後に標準アーキテクチャに準拠したソリューションを提供するベンダーが存

在しない場合は、標準化の効果が最大化されない。一方、ベンダーの立場からは標

準業務モデルに適合するバス事業者がどの程度生まれてくるのかが見えない中で、

先行投資して技術開発を進めるインセンティブが働かず、標準化の取組が進みにく

い構図となっている。

成果と課題（2/2）

社会実装に向けた課題 課題の解決方法（案）

社会実装においては多様なステークホルダーのインセンティブ設計が重要であり、

取り組み意義を広く理解・促進するための仕組み作りが重要

社会実装に向けた課題解決にあたっては、ドキュメントの初版を継続的に更新・発

展させることが重要である。特に、複数事業者間での「業務の共同化・協業化」を具

体的に促進するためには、各社の運用実態や連携ニーズを柔軟に取り込み、標準

仕様を常に最適な標準仕様として維持していく必要がある。他業界における、標準

化の推進時に発生した類似の課題対応事例を参考に、以下のような課題解決を今

後実施する。

“標準化”への理解醸成活動

COMmmmONSの活動においても、成果発出・公開に向け積極的に取り組んでい

るが、今年度の勉強会に参加した日本バス協会等との連携を深め、より多くのバス

事業者への理解醸成のための情報発信活動を強化する。特に会員企業向けにはセ

ミナーの実施、標準化の取組に関するドキュメントの展開等を行うことで、各社の

懸念を解消し正しい理解が得られるように進める。

継続事業におけるドキュメント更新

次年度における本業務の継続事業において、今回作成したドキュメントの更新に向

け、オーソライズに向けた勉強会とは別に個別の関係の深いテーマに絞って集中討

議を行うことで、より細かな議論を深めることを目指す。また、ドキュメントが対外

的に公開され、多くの関係者からのレビューを受けることで、多角的な意見を把握、

反映することでドキュメントの品質向上を目指す。

標準化整理対象スコープの拡大

標準仕様のスコープ拡大に向け、今年度スコープとしなかった業務についても標準

化を進めることで、バス業務全体の業務プロセスをより広範囲にカバーできるよう

になり、ドキュメントとしての完成度やステークホルダーにおける適合意欲が高ま

る。

政策的なインセンティブ設計

卵と鶏の構図の課題については、バス事業者とベンダーとの間で不確実性のリス

クを取ることを厭うことが構造的な原因であるが、システム開発の投資に向けた補

助制度等の政策的な支援により、標準化が進むことが期待される。特にベンダーが

先行して標準アーキテクチャに準拠したソリューションが市場に出ることで、バス事

業者側のメリットもより明確になり、社会実装が進むことが期待される。
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将来展望

標準化の取り組みを継続発展させる仕組み作りにより、

バス業界全体のDX/GXが加速する基盤となることを目指す

本事業の今後の取り組みとしては、策定された標準仕様の社会実装に向け、取り組

みが自律的に継続・発展させていくことを目指す。標準化をベースとした事業者間

の「業務の共同化・協業化」をバス業界全体へ普及させるため、具体的には①標準

仕様の継続更新、②標準仕様の実装・実地検証を進める。

技術仕様の継続更新

次年度事業においても標準仕様の更新が予定されているが、将来的にはバス業界

全体として標準仕様ドキュメントの更新を続けていくことが必要になる。諸外国に

おいては標準化業務は業界の自主的な活動として、バス事業者・ベンダー・業界団

体が主体となり推進しているケースもあり、ドキュメントの更新に向けた担い手（誰

が更新・メンテナンスしていくか）についての議論を継続して行う必要がある。

また路線バス以外にも、デマンドバス、高速バス、貸切バスなど、他バス事業におけ

る標準化に向けた取組との連携等も将来の取り組みとして検討する必要があると

考えられる。

技術仕様の実装・実地検証

労働生産性改善に向けた効果を最大化するためには、標準仕様に基づく「データ連

携基盤」の構築によって「データ連携基盤を介した様々なソリューション」を実現可

能にすることが重要である。個別システムをつなぐバス業務統合データベースを構

築することで、個別のシステム間の機能連携や機能の拡張が期待される。

活用事例として、バス業務（ToB)向けの機能提供に留まらず、利用者の利便性向

上に資するアプリケーション(ToC)、行政の許認可申請の効率化や

EBPM(Evidence Based Policy Making)の利用に資するデータ共有

（ToGov)など、多方面での活用を期待する。

次年度の実地検証では、これらの活用事例創出のため、既存システムからのデータ

提供と及びデータ連携基盤構築を優先的に進め、データ流通・データ活用が可能な

環境構築を目指す。

また、COMmmmONSにおける他事業の取組（Simレスバス停等）の導入促進に

寄与することや、今後導入が進み高度な運行管理が求められるEVバスの運用や、

自動運転バスの導入促進へとつながることが期待される。

今後導入が進むEVバス

データ連携基盤を介した様々なソリューションの実装例

実証が進む自動運転バス
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参考情報・用語集

ERP

• Enterprise Resource Planning（企業資源計画）の略。

企業の経営資源（人・物・金・情報）を一元管理し、業務の効率

化や最適化を図る基幹システム。

勤務グループ
• 複数の運転手をまとめたグループで、斜め交番を運用する際

に同じ順番で仕業を巡回させるための単位として用いられる。

公休

• 法律で定められた休日に相当し、会社が勤務・配車計画上「労

働義務のない日」として指定した日を指す。バス運転手は曜日

固定ではなく、4週4休などの法定基準を満たすよう、個々人

ごとに公休日が割り当てられ、その日は乗務を含むすべての

業務から外れる。

サイロ化

• 事業者ごとに業務やシステムが個別カスタマイズされ、外部と

のデータ連携や利活用が困難になっている閉鎖的な状態を

指す。

仕業

• 1日分の運行便をひとまとまりとして構成した業務単位を指

し、運転手や車両の担当区分として用いられる。出庫から入

庫までの運行、回送、待機などを含めて整理され、勤務計画

作成の基本となる。

仕業グループ

• 平日・土曜・休日など、運行日区分ごとに設定される仕業のま

とまりを指す。日区分によって運行便が異なるため、それぞ

れの区分で実際に運行する仕業をまとめて管理するために

用いられる。

需給設計

• 運行実績（各路線・系統の乗降客数・遅延）や勤務実績（運転手

の過不足等）を基に、便の運行時間帯・便数、路線の新設や再

編を検討する業務を指す。

生成AIアシスタント

• Amazon Qを活用した機能であり、ダッシュボード上のデー

タをAIが読み取って、利用者の自然言語での問いかけに対し

分析結果や示唆を返却する。

ダイヤ

• 路線や系統毎に、各便の到着・発車時刻や便の並びを整理し

た運行計画を指す。設定された便を一日の時間軸に沿って配

置し、各便がどの時刻にどの停留所へ到着・発車するか示す。

IF
• Interface（インターフェース）の略。システム間でデータをや

り取りするための接続仕様を指す。

用語集

  所

• バスが旅客の乗降のために停止する場所を指す。停留所の位

置を定めたうえで名称や番号を付し、標柱などの設備を設置

して設定する。

点呼

• 運行開始前後に運転手の健康状態、飲酒の有無、携行品、道

路状況、経路、注意事項などを確認するために、運行管理者

が実施する法定の手続を指す。始業点呼と終業点呼に加え、

長時間の乗務が続く場合などには、事業者が安全確保のため

に自主的に中間点呼を実施することもある。

統合DB

• 全国のバス事業者から収集した標準仕様のデータを一元管理

するデータベースであり、本実証では Amazon RDS が活

用されている。

BIツール

• Business Intelligence（ビジネス・インテリジェンス）ツー

ルの略。蓄積されたデータを集計・分析し、意思決定に役立て

るための可視化ツールの総称。

 

• 起点の停留所から終点までを走行する1回の運行を指し、バ

ス運行を構成する最小単位となる。各停留所間の区間時分に

基づいて所要時間が設定され、ダイヤ上では便ごとの到着・

発車時刻が示される。

分析ダッシュボード

• 統合DBに蓄積されたデータを任意の形式で可視化するツー

ルであり、本実証ではAmazon QuickSightを利用して構

築される。

  ・ 統

• 路線は、バスが運行する経路や営業区域を示す概念を指す。

系統は、その路線の中で起点から終点までをどの経由で運行

するかを示す具体的な運行パターンを指す。路線が運行範囲

を示すのに対し、系統は実際の運行内容を表す。

• 地域交通DX推進プロジェクト「COMmmmONS」 ウェブサイト

- https://www.mlit.go.jp/commmmons/

• 「交通空白」解消本部

- https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000237.html

参考情報

https://www.mlit.go.jp/commmmons/
https://www.mlit.go.jp/commmmons/
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000237.html
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000237.html
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